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第 1 章 序論 

 

決定問題は以下のように分類される 1)． 

1) 最適決定問題：決定者は自分の選好関係のもとで最もよい結果が得られるよう代替案

を選択する．ここで，選好関係（せんこうかんけい）とは x は y よりよい，x と y は同

等で差はないといった関係のことである．代替案および結果が数値で与えられる場合

を数理計画問題という． 

2) ゲーム的決定問題：他の決定者の選択を考慮しつつ自分にとって最も良い結果が実現

するよう選択する決定問題のことである． 

3) チーム的決定問題：互いに協力して全員にとってよりよい結果が実現するように各自

の選択を行う決定問題である． 

4) 不確実性を伴う決定問題：決定者の選択を確実に予測できない（e.g. 明日の天気によっ

て行楽の種類を決定）の決定問題である．自然（選好関係のわからない決定者）の代替

案を自然の状態という（e.g. 明日の天気）．自然の行う選択（自然の状態の出現）が確

率により表現できる場合の決定問題を統計的決定理論と呼ぶ． 

1)から 4)は決定問題の典型的な形式であるが，これらが混合して，図 1-11)に示すようないろ

いろな形の問題が発生する．建設物のライフサイクルにはさまざまなリスクが伴う，建設物

のサイズと複雑さが増しておりリスクが増大している，リスク評価など建設管理において意

思決定は非常に重要という理由 2)から本研究では 4) 不確実性を伴う決定問題，特に統計的決

定理論に着目する． 

 次に，インフラ事業における意思決定論のニーズ 3)について考える．土木構造物の計画・設

計・施工・維持管理においては，何らかの形で意思決定という作業が行われ，土木技術者は

得られるデータの情報を最大限に利用しようする．不確定性を考慮した総合的かつ普遍的な

意思決定が要求される．曖昧性や不確定性を有する問題の考慮には確率・統計的な考え方が

重要である．意思決定のプロセスは，次のように進められる．1) 解析に用いる数学モデルの

選定，2) 目的の評価指標となる目的関数の設定，3) 目的関数の最適化．データ解析における

意思決定問題で考慮すべき点は，1) 事象・現象のばらつきや不確定性の理解，2) 事象を表現

する数学モデルの選定，3) 意思決定のための評価指標，4) 最適化手法の 4 点である． 

 リスクの語源はイタリア語の riscare であり，その意味は「勇気を持って試みる」である．

工学においてリスクは，限界状態を超過する確率と，限界状態を超過した場合の影響度の大

きさの積と定義される場合が多い．確定論は不確かさを安全率という概念を採用するのに対

し，リスク論は不確かさを不確かなままに扱おうとする 4)．社会インフラの将来保護，保守，

および廃止措置において，リスクという考え方はさらに重要性を増すと考えられる 5)．谷口 6)

は，リスクマネジメントの枠組みを図 1-26)に示す 6 つの段階で説明している．はじめに，問

題の本質を明らかにし，問題の前後関係（文脈）を把握する（Problem / Context）．次に，文脈

から問題に関係するリスクを分析する（Risks）．次に，リスクに取り組む選択肢を検討する
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（Options），次に，どの選択肢を実施するか決定する（Decisions）．次に，決定したことを実

施に移す（Actions），最後に，実施の結果について評価する（Evaluation）．この枠組みはすべ

てのプロセスにステークホルダーがかかわり（Engage Stakeholders），新たな知見はフィード

バックし，プロセスを更新する循環的な考え方である． 

 一般的な土質調査や構造物の点検において経験的に調査地点や時期を決めることが多い．

地盤・地質調査リスクマネジメントのガイドライン 7)において，調査を含めた事業の各段階で

不確実性やリスクを考慮することの重要性が述べられている．また，近年，効率的で質の高

い建設生産システム構築のために CIM が注目されているが，CIM においても調査計画は重要

である．国土交通省は CIM 導入ガイドライン（案）8)の中で，計測作業の効率化や計測精度

向上をはかることの重要性を示している．また，川浪 9)は土木分野における CIM の活用事例

を紹介しており，不確実性を表現することで追加調査が必要な領域を説明することができる

と述べている．そのためには調査計画に対する定量的な評価が必要であると考えられる． 

 日本において，土木構造物の維持管理は，構造物の規模が大きく点検費用が莫大，かつ高

度経済成長期以降に大量に建設された構造物の老朽化という課題を抱えており，効率的な維

持管理計画が求められている．建設後 50 年以上経過する土木構造物の割合は，今後 20 年間

で加速度的に高くなると考えられており，その代表的な構造物の平成 25 年，平成 35 年，平

成 45 年における割合を表 1-110)に示す．表に示すとおり，平成 45 年においては，道路橋をは

じめとした複数の施設において，その割合が 50%を超える見込みである 10)．現在，アジアや

アフリカの新興国などで一斉にインフラの整備が進められており，今後これらの劣化が進む

ことを踏まえても，効率的な維持管理計画の重要性が伺える．多くの土木構造物において，

維持管理の手順は 1) 点検の計画，2) 点検の実施，3) 点検結果に基づく補修計画，4) 計画に

基づく維持管理（補修の実施）である．土木構造物の効率的な維持管理を行うためには，ま

ず，効率的な点検計画が必要である．土木構造物の戦略的な維持管理を目的とし，平成 25 年

に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省連絡会議」の設置と「インフラ長寿命化基本

計画」11)が決定された．その計画において，目標の一つに「国内の重要インフラ・老朽インフ

ラの全てでセンサー，ロボット，非破壊検査技術等を活用した高度で効率的な点検・補修を

実施（2030 年）」とあるが，点検技術そのものの効率化・高度化を述べている一方，点検計画

に関しては定期点検の重要性を述べるにとどまっており技術者の経験則が重視されているよ

うに伺える．しかし，点検計画にリスク情報を取り込むことでより効率的・総合的な意思決

定が可能になると考えられる． 

 図 1-3 に本研究論文の構成を示す．1 章は序論を示し，2 章で既往の研究について述べ，3

章で情報の価値（Value of Information，VoI）の基礎理論を示す．4 章から 6 章にかけ，3 つの

適用例，河川堤防に対する補修計画のための地盤調査（4 章），2 次元を対象とした最適調査

計画（5 章），空港滑走路舗装に対する補修工事のための点検（6 章），を通して，不確定性下

での最適調査計画の基本的手法を構築する．最後に 7 章で結論を示す． 
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図 1-1 決定問題のいくつかの形 1) 

 

 

 

 

図 1-2 リスクマネジメントの枠組み 6) 
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表 1-1 建設後 50 年以上経過する社会資本の割合 10) 

 H25 年 3 月 H35 年 3 月 H45 年 3 月 

道路橋 

[約 40 万橋注 1）（橋長 2m 以上の橋約 70 万のうち）] 
約 18% 約 43% 約 67% 

トンネル 

[約 1 万本注 2）] 
約 20% 約 34% 約 50% 

河川管理施設（水門等） 

[約 1 万施設注 3）] 
約 25% 約 43% 約 64% 

下水道管きょ 

[総延長：約 45 万 km 注 4）] 
約 2% 約 9% 約 24% 

港湾岸壁 

[約 5 千施設注 5）（水深―4.5m 以深）] 
約 8% 約 32% 約 58% 

注1） 建設年度不明橋梁の約 30 万橋については，割合の算出にあたり除いている． 

注2） 建設年度不明トンネルの約 250 本については，割合の算出にあたり除いている． 

注3） 国管理の施設のみ．建設年度が不明な約 1,000 施設を含む．（50 年以内に整備され

た施設については概ね記録が存在していることから，建設年度が不明な施設は約 50

年以上経過した施設として整理している．） 

注4） 建設年度が不明な約 1 万 5 千 km を含む．（30 年以内に布設された管きょについて

は概ね記録が存在していることから，建設年度が不明な施設は約 30 年以上経過し

た施設の整備延長を按分し，計上している．） 

注5） 建設年度不明岸壁の約 100 施設については，割合の算出にあたり除いている． 

 

 

図 1-3 本研究論文の構成 
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第 2 章  最適点検・調査計画に関する既往の研究 

 

 本章では最適点検について 2 つの観点から既往の研究についても概観する．2.1 節では不確

定性の大きさに注目して，その不確定性をできるだけ小さくするような計画，2.2 節ではは不

確定性に加えて，限界状態を超過した場合の影響度を考慮した情報の価値（Value of 

Information，VoI）に基づく計画について示す． 

 

2.1 不確定性の大きさに注目した研究 

一般的な逆問題を対象として村上・長谷川 1)はカルマンフィルタと有限要素法を結合させ

た解法，カルマンフィルタ有限要素法を用いて最適な観測点位置を決定している．その際，

感度係数に注目した目的関数を設定している．吉田ら 2), 3)，本城・工藤 4)は推定値の不確定性

に関する共分散行列に注目し，目的関数を設定して最適な観測点位置を論じている．確率場

の空間分布推定手法 5), 6)に基づき，本多ら 7)は推定誤差を小さくするように地盤調査のための

最適ボーリング位置の検討を行っており，最適化には遺伝的アルゴリズムを用いている．米

田らのグループは土壌汚染を対象として最適な試料採取地点の検討を行っている 8)-10)．事前

確率分布と事後確率分布の差に着目し，亀裂検知のためのセンサー最適配置 11)，構造ヘルス

モニタリングのための最適なセンサー配置 12)なども検討されている．Fattoruso ら 13)は，排水

ネットワークの最適なサンプリング計画を行っており，精度の最大化と計測コストの最小化

という 2 つの目的関数を設定している． 

増本らの研究 14)では，雨量計の最適配置を不確定性に基づき検討している．基幹となる用・

排水施設による系統的な水管理には雨量情報が重要であり，その精度は雨量観測網の適否に

よる．しかし，これまで観測網の決定は手さぐり的に決められていた．増本らは対象地域の

バリオグラムの特性を調べるとともに，豪雨の面積雨量の推定，雨量計の最適配置に関する

Kriging 法の適用性を調べることを目的とした．3 つの対象地域のうち図 2-114)に示す低平地

流域である新潟県新川流域を中心とする地域に対し雨量計の最適配置を検討している．具体

的には，最小推定分散をもとに仮想地点を含む全観測点の重みの推定，1 点ずつの重要観測点

の抽出，重要な地点の組み合わせの同時選択，誤差分散を考慮した重要整備点の概略位置の

抽出の検討を行っている．1 点ずつの重要観測点の抽出では，はじめに，各観測点で最小の普

遍分散を算出し，全ての点で最小値を示す点を選択している．ここでは図 2-1 に示す No.13

地点が選ばれた．次に NO.13 に更に任意の 1 点を加えた 2 点の組み合わせで最小値を示す組

み合わせを捜した．ここでは NO.16 が選ばれ[13，16]という組み合わせとなった．同様に順

次 1 点ずつ追加決定していった．このときの推定分散の減少度合いを図 2-214)に示す．この方

法の特徴は，新たに観測地点を 1 点追加するときに，候補となる地点の相互比較が出来る点

である．重要な地点の組み合わせの同時選択では，全 22 点の観測点から 2 点を選ぶ組み合わ

せ 22C2 において最小推定分が最小となる組み合わせを選んだ．以降，n 点選ぶ場合も同様の

方法で組み合わせを探す．この方法の特徴は，1 点追加するときとは違い地点数の大きいもの
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の最適地点は必ずしも小さいものの最適地点を含むとは限らない点である．例えば，3 点を選

ぶ組み合わせは[4，14，16]であるが 4 点の場合は[4，9，16，20]であり，3 点で選ばれた No.14

は 4 点の場合には選ばれない．誤差分散を考慮した重要整備点の概略位置の抽出は追加点を

考える方法であり，既存の全観測点に 1 つの仮想地点を加える．この仮想地点を対象範囲内

で異動させながら誤差分散の変化を調べる．図 2-314)に 1 点を追加する場合の減少割合の分布

を示す．増本らの研究では最小推定分散をもとに仮想地点を含む全観測点の重みの推定，1 点

ずつの重要観測点の抽出，重要な地点の組み合わせの同時選択，誤差分散を考慮した重要整

備点の概略位置の抽出の検討といった多くの情報の提供が可能となることが示してある． 

 本多ら 15)は直接基礎の設計を目的として，Kriging を用いた地盤の鉛直支持力の空間分布か

ら追加調査の最適配置計画に関して，遺伝的アルゴリズム（Genetic Algorithms，GA）を用い

た数値実験を行っている．1 点の追加調査を行う場合は対象範囲内で逐次計算を行えば推定

誤差が最小となる位置を特定することができるが，複数点の追加調査を行う場合，点数が増

えるにつれ計算量が膨大になってしまう，そこで本多らは複数点の追加調査を行う場合でも

最適調査地点を求められるために GA を用いた検討を行っている．GA の有効性が確認され

ている． 

 木内ら 16)は土壌汚染概況調査にける試料採取地点最適配置探索をテーマとし，遺伝的アル

ゴリズムと最良地点逐次移動法を組み合わせたハイブリッドアルゴリズムを構築し各手法の

有用性の比較行っている．それぞれの採取地点配置を評価する関数として次式に示す推定分

散を用いている．生成された初期配置にそれぞれに対して最良地点逐次移動法による探索を

行い，得られた配置の集合に対して GA を 1 世代分進め，この動作を繰り返すアルゴリズム

により，良好な結果が得られている． 

 その他の方法として，真値と予測値を比較するクロスバリデーションという方法がある．

清野ら 17)の研究では計測震度計の最適配置が検討されている．震度とはその地点特有の揺れ

であるため，特定の地点の揺れを地域の揺れとして情報が伝わると様々な誤解を生む可能性

がある．そこで，清野らは限られた観測点数で地域全体の震度分布の適切な表現が出来る配

置とその表示方法を提案している．対象地域を横浜市，対象地震を千葉県北西地震（1999.9.13）

とし，Cokriging を用いた 4 点の重要な地点の組み合わせの検討がなされている．ここで，

Cokriging とは Kriging を複数辺量扱えるように拡張したものであり，清野らの研究では対象

データとなる震度とは別に相関性を有する卓越振動数を補助データとして用いている．

Cokrigingは観測データが空間的にまばらで，空間的な相関性が低い場合に有効な手段である．

対象地域には既存の 150 点がある．次に，現存する 150 点から任意の 4 点を選定する．その

4 地点の卓越振動数から Cokriging を用いて，150 点の予測値を算定する．予測値と観測値で

ある真値との残差の平方和が最小となる配置が最適な震度計の配置となる．また，その結果

を図 2-417)に示す．また，そのときの推定結果を図 2-517 に示す．この結果から推定値の目標

値を比較するとほぼ一致していることが確認できるため，震度分布をよく再現できていると

確認できる．またこの結果から，特定の地点の揺れを地域の揺れとして捉えられることによ

る誤解を防ぐための表現方法として図 2-617のような表現方法を示している．図中の黒い四角
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が最適配置の結果の 4 点の震度である．例えば，小机消防出張所の震度 4 は全体から見れば

ごく一部である．平均的に見れば震度 3 であり，震度 2 の所もある．しかし，小机消防出張

所の震度 4 が横浜市の震度として発表された場合，誤った判断を引き起こす可能性がある．

しかし，この表現方法ではそのような誤りを防ぐことが出来る．この結果から，ボーリング

データなどが十分に整っているような地域であれば数少ない計測震度計の最適配置でも,地

域全体の震度分布が容易に決定できる，また，提案した計測震度の空間分布の表示方法から

対象地域の面的な震度の分布を,既存の観測点数とバランスの取れた形でわかりやすく表現

できると結論付けている． 

 岩橋 18)は大気汚染のための常時監視システムにおける望ましい測定局数について検討を行

っている．調査点数を変更し Kriging を用いて空間推定を行いたうえで Spatial Simulated 

annealing（SSA）を用いた最適配置の検討を行っている．精度評価指標を得るためにクロスバ

リデーションが行われている． 
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図 2-1 対象地域と雨量計の分布 14) 
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図 2-2 推定分散の減少度合い 14) 
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図 2-3 1 点を追加する場合の減少割合の分布 14) 
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図 2-4 最適配置の結果 17) 

 

 

 

図 2-5 目標値と残差を基準にした最適配置の比較 17) 
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図 2-6 計測震度の空間分布の表示方法 17) 
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2.2 情報の価値（Value of Information，VoI）に注目した研究 

情報の価値とは，情報を得た場合の資産価値と情報がない場合の資産価値の差によって求

められ，情報量と経済価値を総合的に扱うことが出来る方法である．特に，得られた情報が

100%正しい場合の VoI を完全情報の価値（Value of Perfect Information，VPI）とよぶ．Raiffa 

and Schlaifer の著書 19)にその初期のアイデアが示されている．Ang and Tang はその著書 20)に

おいて，A と B のいずれのプランを選択すべきか意思決定をする状況において，事前試験を

行い，その価値を VoI を用いて検討する例題を紹介している．決定木に確率を割り振った比

較的単純な例題である．伊原 21)は VoI の活用例として，シェール層のスイートポット検知前

の 3 次元震探の是非，また，坑井間隔についての経済性評価を紹介しており，事業性判断の

簡易ツールになると結論付けている．こちらの例題も，決定木に確率を割り振った比較的単

純な例題である．不確定性を考慮した意思決定論，及び VoI の基本的考え方については 3 章

で詳しく述べる． 

不確定性の大きさに注目した最適配置の研究はいくつか見られるが，限界状態を超過した

場合の影響度の大きさまでを考慮した研究は少ない．つまり，不確定性が大きいほど判断を

誤る可能性が高いと考えられているが，不確定性が大きくても推定の平均値が限界状態より

も十分に小さい，あるいは大きい場合は判断を誤る可能性は小さい．また，判断を誤ったと

してもその影響が大きい場合と小さい場合もある．吉田ら 22)は VoI を用いた観測点の最適配

置の検討方法の特徴について，以下の点を述べている．はじめに，それまでの研究の多くは

目的関数の設定に関して，推定値の不確定性だけが注目されていたが，VoI に基づく目的関数

を設定することで，単なる不確定性の量ではなく，判断の誤りに関するリスク（経済損失の

期待値）としての意味を持つ．これにより，多少不確定性が大きい場合も，その推定値が極

端に大きい，あるいは小さくても判断を誤る可能性は小さいということが考慮された目的関

数となっている．次に，観測位置について定式化した目的関数の最適化を行うことで，VoI の

観点から最適な観測点位置を求めることが出来る点である．最後に，定式化された目的関数

は上記で示したトータルコストを考えることで最適な観測点数を求めることが出来る点であ

る． 

これまで，土木分野において，VoI を用いた研究は少なかった．近年欧米などで計測や点検

計画を対象とした研究が増えてきている．私の知るかぎり日本初の VoI に関する論文は能島

らの論文 23)である．図 2-723)に示す地震時緊急対応行動における意思決定プロセスの基礎的

な数理モデルを提案し，図 2-823)に示す期待被害を最小化するベイズ決定方式に基づいた行動

戦略が示されている．震度階を情報源として被害の程度 θ を推定し，サービス遮断を行うか

否かの行動 a に関する意思決定を行うことを想定した簡単な数値計算例が示されている．図

2-923)，図 2-1023)に示すように，情報が蓄積されるほど，被害の程度 θ に関するあいまいさ（エ

ントロピー）が小さくなり，それに伴い情報の価値も小さくなることが示されている． 

Pozzi and Kiureghian は VoI に基づく構造ヘルスモニタリングの意思決定の仕組みづくりを

行っている 24)．その実用化のための方法としてモンテカルロシミュレーションによる方法が

検討されている．図 2-1124)にセンサーの精度と VoI の関係を示す．黒い線はセンサーの精度
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σeの関数として推定された VoI を示している．この関数は全くエラーがない VPI から始ま

り，センサーの精度が σe=4 に低下するにつれてゼロに近づく．精度が低いほど VoI が低く

なることを示している．青い線は，センサーのコストを示している．赤い矢印で示す区間に

おいて，VoI がセンサーのコストを上回り，センサーの精度として合理的である．特に約

σe=0.1 において VoI とコストの差が最大となる．この精度を持つセンサーが最適であると考

えられる．Pozzi and Kiureghian は，また，観測の精度に応じて，地震動，構造物の応答，ま

たは構造が受ける損傷を測定することの期待値を比較し，比較的少数のシミュレーションで

VoI の概算を取得するための数値手順を提案している 25)． 

Malings and Pozzi は空間的に最適な点検の位置に関する検討 26)を行っており 2 つの例題を

示している．一つ目は 10m の 1 次元の構造物におけるセンサーの最適配置についての例題を

示している．図 2-1226)の(1)に示すように構造物に荷重がかかっているとする．例えば，(2)

にこの構造物に追加測定をすると荷重の推定は更新される．ある地点での測定はその周囲に

も影響を及ぼすため，測定位置の近くで誤差が小さくなる．次に VoI を最大化するように最

適配置を考えている．二つ目は，20m×20m の平面において，湿度による劣化対策のためのセ

ンサーの最適配置についての例題を示している．20m×20m の構造物に図 2-1326)に示すよう

に湿度が分布している．図中右下の四角内は腐食のコストが高いと仮定されている．図 2-1426)

に示すように貧欲法を用いて 1 点ずつ調査地点を最適配置している．追加調査が行われるご

とに VoI は大きくなる．ここで，貪欲法とは数値解を得るアルゴリズムの一つである．シミ

ュレーションベースで 2 次元の簡単な例題となっている． 

Memarzadeh and Pozzi は，時間的に最適な時期に関する検討 27)を行っている．VoI の評価に

部分観測マルコフ決定過程（Partially Observable Markov Decision Processes，POMDPs）を用い

ている．ここで，POMDPs とは，マルコフ決定過程（Markov Decision Process，MDP）に観測

の要素を取り入れてできた数理モデルである．また，MDP は確率過程の一種であり，現在の

状態とその時の行動結果から確率論的に将来の状態を決定し，かつ行動結果に対して報酬を

紐づける状態遷移モデルのことである．  

Malings and Pozzi 28)らは構造ヘルスモニタリングの時空間最適化を 2 つの例題を用いて検

討している．一つ目の例題は図2-1527)に示すような柱が9本ある構造物に関する例題である．

時間の経過に伴い構造物の柱は沈下し，柱ごとにそれが計測される．10 年間にわたる構造の

沈下はガウス確率場を使用した確率場によってモデル化されている．図 2-1627)は VoI に基づ

き最適化された測定時間と場所を示している．数字は，貪欲法によってセンサーが選択され

る順序を示している．4 年目から 8 年目にかけてセンサーをすべての柱に均等に測定値を集

中させている．4 年目と 5 年目には，すべての柱のセンサーが観測されている（5 年目の中央

の柱を除く）．6 年目から 8 年目では，柱が交互に観察され，6 年目と 8 年目にコーナーと中

央の柱が観測され，7 年目に側面の列が観察される．二つ目の例題として実構造物を用いた検

討がなされている．対象はカーネギーメロン大学のキャンパスに新しく建設された建物，Scott 

Hall である．図 2-1727)示すように，建設中，各柱には光ファイバーひずみゲージが取り付け

られた．Scott Hall の 11 本の柱の分布を図 2-1827)に示す．図 2-1927)に VoI に基づき決定され
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た最適スケジューリングと配置の結果を示す．最適なスケジュールのみ，あるいは，最適な

配置のみを決定する場合に比べ，最適なスケジュールおよび配置を決定する場合の方が VoI

が最も高くなる．どの場合も，ほぼ同じ数のセンサー測定が行われるが，最適なセンサーの

配置とスケジュールを同時に行う場合は最も柔軟であり（特定の柱または特定の時間にすべ

ての測定を一緒に選択する必要があるという制約がないため），同等の数のセンサーを使用し

ながら，コストを削減できるという点で大きなメリットがある． 

Thöns29)はモニタリングの価値の定量化を，また，Bernknopf ら 30)は，干ばつモニタリング

の価値 VoI の定量化を行っている．Brüske and Thöns31)は保証荷重試験により構造設計を最適

化する検討を行っている．これらの研究は単純化した問題の最適化あるいは低次元問題の最

適化である場合が多く，2 次元空間における複数の点の最適化を多段階で行った研究は少な

い．また，多くがシミュレーションベースである．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 観測情報による事後確率の更新とベイズ決定方式に基づく意思決定プロセス 23) 

図 2-8 地震動観測情報による被害レベルの推定と期待損失を最小化する行動戦略 23) 
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図 2-9 エントロピーと相互情報量の変化 23)       図 2-10 情報の価値の変化 23) 

図 2-11 センサーの精度と VoI の関係 24) 
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(1) 追加測定前 

(2) 追加測定後 

図 2-12 追加測定前後の荷重の分布 26) 

湿度の平均値 湿度の標準偏差

(1) 湿度の平均値の分布         (2) 湿度の標準偏差の分布 

図 2-13 20m×20m の構造物における湿度の分布 26) 
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図 2-15 構造物の柱の配置 27)          図 2-16 最適化された測定時間と場所 27) 

 

 

図 2-17 ひずみセンサーが取り付けられた Scott Hall の柱 27) 

図 2-14 20m×20m の構造物における最適調査配置の結果と調査点数ごとの VoI26) 
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図 2-18 Scott Hall の 11 本の柱の分布 27)         図 2-19 最適スケジューリングと配置 27) 
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第 3 章 情報の価値（Value of Information，VoI）の基礎理論 

 

本章では，情報の価値（Value of Information，VoI）の基礎理論を示す．3.1 節では，VoI の

基本概念を理解するための簡単な例題を示す．3.2 節では，以降の章で共通して適用する VoI

の定式化を示す．3.3 節では，ベイズ推定に基づく線形逆問題の定式化を示す．3.4 節で説明

するガウス過程回帰(Gaussian Process Regression, GPR)，6 章で説明する階層ベイズ考え方の基

礎となる．3.4 節では，4 章，5 章で示す例題に適用する考え方である GPR を用いる場合の VoI

について示す．3.5 節では，粒子群最適化(Particle Swarm Optimization，PSO)による最適化につ

いて示す．追加調査点が複数点である場合，次元の呪いにより計算が困難になる．そのため

本研究では最適化に PSO を用いる． 

 

3.1 情報の価値（Value of Information，VoI）の基本概念 

VoI の基本的な考えを理解するための例題を示す．傘を買うか買わないかの意思決定を考

える．天気は晴れと雨のみとし，事前確立として明日晴れの確率 P(S)=0.3，雨の確率 P(R)=0.7

を仮定する．傘を買わずに晴れであった場合，損失は 0 円である．傘を買わずに雨であった

場合，風邪をひいてしまい治療費が発生すると考え，損失は 1000 円である．傘を買う場合，

損失は晴れの場合も雨の場合も損失は傘の代金 500 円とする．以上を図 3-1 にまとめる．傘

を買う場合の期待値 E(B)と買わない場合の期待値 E(NB)は次式より， 

E(NB)=0.3×0+0.7×(−1000)=−700 

E(B)=0.3×(−500)+0.7×(−500)=−500 

となる．この場合，傘を買うほうが経済損失が少ないため傘を買うべきといえる． 

 次に，天気予報に基づき傘を買うか買わないかの意思決定を行うとする．天気予報の信頼

度は以下のように仮定する． 

P(SF|S)=0.7，P(RF|S)=0.3 

P(SF|R)=0.2，P(RF|R)=0.8 

ベイズの定理から事後確率を求める．はじめに事前確率と天気予報の信頼度から同時確率を

求める． 

P(S, SF)=P(S)×P(SF|S)=0.21 

P(R, SF)=P(R)×P(SF|R)=0.14 

 P(S, RF)=P(S)×P(RF|S)=0.09 

P(R, RF)=P(R)×P(RF|R)=0.56 

これより，晴れもしくは雨の予報が出る確率を求める． 

P(SF)=P(S, SF)+P(R, SF)=0.35 

P(RF)=P(S, RF)+P(R, RF)=0.65 

最後に，正規化を行うことで事後確率を求める． 

P(S|SF)=P(S, SF)/P(SF)=0.6 
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P(R|SF)=P(R, SF)/P(SF)=0.4 

P(S|RF)=P(S, RF)/P(RF)=0.14 

P(R|RF)=P(R, RF)/P(RF)=0.86 

晴れの天気予報に基づく意思決定について図 3-2 に示す．晴れの予報を確認した上で傘を買

わない期待値 E(NB|SF)，晴れの予報を確認した上で傘を買う期待値 E(B|SF)は次式より， 

E(NB|SF)=0.6×0+0.4×(−1000)=−400 

E(B|SF)=0.6×(−500)+0.4×(−500)=−500 

と求められる．傘を買わないほうが経済損失が少ないため傘を買わないべきであるといえ

る．予報なしの場合の損失の最小は E(B)=−500 である．VoI は情報ありの場合の期待値と情

報なしの場合の期待値との差分なので， 

VoI(SF)=E(NB|SF)−E(B)=(−400)−(−500)=100 

となり，天気予報が晴れという情報には 100 円の価値があると考えられる．同様に，雨の天

気予報に基づく意思決定について図 3-3 に示す．雨の予報を確認した上で傘を買わない期待

値 E(NB|RF)，雨の予報を確認した上で傘を買う期待値 E(B|RF)は次式より， 

E(NB|RF)=0.14×0+0.86×(−1000)=−860 

E(B|RF)=0.14×(−500)+0.86×(−500)=−500 

と求められる．傘を買うほうが経済損失が少ないため傘を買うべきであるといえる．予報な

しの場合の損失の最小は E(B)=-500 である．VoI は， 

VoI(RF)=E(B|RF)−E(B)=(−500)−(−500)=0 

となり，天気予報が雨という情報には価値がないと考えられる． 

 天気予報に基づく意思決定について図 3-4 にまとめる．天気予報に基づく意思決定の期待

値 E(WF)は次式より， 

VoI(WF)=0.35×(−400)+0.65×(−500)=−465 

となり，VoI は， 

VoI(WF)=E(WF)−E(B)=(−465)−(−500)=35 

となり，この天気予報には 35 円の価値があるといえる．このことから，天気予報の利用料金

が 35 円未満であれば，天気予報を利用すべきといえる．この例題を一般化したものを図 3-5

にまとめる．ここで，天気予報やテストなどの情報に基づき意思決定する際の期待値

E(a3,Experiment)は次式で表される． 


i

ii zPdExperimentaE )(),( *

3  

)()|()( j

l

jli PzPzP    

 次に情報が 100%正しい場合を考える．また，完全情報に基づく意思決定について図 3-6に

示す．100%的中する天気予報に基づく意思決定の期待値 E(PWF)は次式より 

E(PWF)=0.3×0+0.7×(−500)=−350 

である．完全情報の価値（Value of Perfect Information，VPI）は次式より， 
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VPI=E(PWF)−E(NWF)=150 

となる．このことから天気予報の利用料は 150 円を超えるべきではないということがわかる． 

横軸を晴れの確率 P(S)，縦軸を経済価値（Expected monetary value，EMV）としたときの各

要素の関係を図 3-7 に示す．ここで VoI は情報ありの場合の期待値 E(WF)と情報なしの場合

の最大の期待値との差分となり，図中の青い領域内に存在する． 

 

 

 

図 3-1 傘を買うか買わないかの意思決定 

 

 

 
図 3-2 天気予報が晴れの場合の意思決定 

 

 

 

図 3-3 天気予報が雨の場合の意思決定 
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図 3-4 天気予報に基づく意思決定 

 

 

図 3-5 例題の一般化 

 

 

 

図 3-6 完全情報に基づく意思決定 

 

 

Don’t Buy

Buy

Sunny(0.3)

Rain(0.7)

経済価値

0

-1000

-500

-500

Sunny(0.3)

Rain(0.7)

Don’t Buy

Buy

Sunny(0.6)

Rain(0.4)

0

-1000

-500

-500

Sunny(0.6)

Rain(0.4)

Sunny

Forecast

Weather

Forecast

Don’t Buy

Buy

Sunny(0.14)

Rain(0.86)

0

-1000

-500

-500

Sunny(0.14)

Rain(0.86)

Rain

Forecast

(0.35)

-400

(0.65)

-500

No Weather Forecast

（Experiment）

No Experiment

＊

＊

＊

Don’t Buy

Buy

Sunny(1.0)

Rain(0.0)

0

-1000

-500

-500

Sunny(1.0)

Rain(0.0)

Sunny

ForecastPerfect

Weather

Forecast

Don’t Buy

Buy

Sunny(0.0)

Rain(1.0)

0

-1000

-500

-500

Sunny(0.0)

Rain(1.0)

Rain

Forecast

(0.3)

-0

(0.7)

-500

経済価値



27 
 

 

図 3-7 VoI と各要素の関係 
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3.2 情報の価値（Value of Information，VoI）の定式化  

ある評価領域内において判断のための特性値 x が基準値 x0よりも大きいか否かを判断する

問題を考える．基準値 x0よりも特性値 x が上回った場合，何かしらの対策が必要，下回った

場合，対策は不要と考える． 

検定では第 1, 2 種の誤りがあり 1)，第 1 種誤りは帰無仮説が正しい時，それを棄却する過

ち，第 2 種誤りは帰無仮説が正しくない時，それを棄却しない過ちである．判断と実際の状

況の組み合わせについて表 3-1に示すように以下の 4 つの事象を考える． 

1) 事象 E11 

実際は x < x0の時に，x < x0と判断．（対策が不要な場合に対策が不要と判断） 

2) 事象 E12 第 1 種誤り 

実際には x > x0 であるにも係わらず x < x0 と判断する過ち．（対策が必要なのに不要と判

断） 

3) 事象 E21 第 2 種誤り 

実際には x < x0 であるにも係わらず x > x0 と判断する過ち．（対策が不要なのに必要と判

断） 

4) 事象 E22 

実際は x > x0で，x > x0と判断する．（対策が必要な場合に対策が必要と判断） 

以下，第 1 種誤り，つまり，対策を実施しないと判断したが，実際は必要であった場合が生

じる確率を P12（=1−P11），第 2 種誤り，つまり，対策を実施すると判断したが，実際は不要で

あった場合が生じる確率を P21（=1−P22）とする．各事象のコスト C11, C12, C21, C22を設定する

とその期待値を算定することができる．小さい方のコストをとるように意思決定することが

合理的であることから，次のようにコストの期待値を表すことができる． 

 
i

CC

i

i ii
EELJ ),min(

,2,1
                           (1) 

ここで， 

iii

iii

PCPCEc

PCPCEc

,2222,2121,2

,1212,1111,1




 

i は評価点を表しており，サメンションをとることで評価領域全体のコストの期待値としてい

る．  

例として，基準値 x0=3.0 の時に，推定値 x=3.0 が得られた場合を考える．推定値には不確

定性が含まれ正規分布でモデル化することができると仮定し，その平均が 3.0 として解説す

る．さらに，第 1，2 種誤りのペナルティーC12，C21を 10.0，2.0 と仮定する．コスト C11，C22

を 0.0 と仮定することでコストの期待値の代わりに判断ミスのリスクを考える．これらは例

示のための架空の数値で物理的意味はない．推定値が基準値以下と判断するとそれが誤りで

ある確率は 0.5 であるため，そのリスク（ペナルティーの期待値）は 5.0 となる．推定値が基

準値以上と判断するとやはり誤りである確率は 0.5 であり，そのリスクは 1.0 である．当然小

さい方のリスクを取るべきであるため，この場合は基準値以上と判断，すなわちリスク 2 の
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1.0 を取ることになる．推定値の平均を 0.0 から 4.0 まで変化させた場合のリスクの分布を図

3-8に示す．推定値の標準偏差は 0.4 とした．推定値の平均が 3.0 の場合はリスク 1 と 2 が 5.0, 

1.0 にプロットされており，平均値が小さくなるとリスク 1 は小さく，リスク 2 は大きくな

る．リスク 1 と 2 が交差している点が判断の分岐点であり，そこより右側では基準値以上，

左側では基準値以下と判断することが合理的である．この点を判断基準 xc と呼ぶ．判断基準

値 xcと基準値 x0の差の大きさが安全余裕度を表している． 

判断基準 xc は推定値の不確定性の大きさ（標準偏差）やペナルティーの比率によって変わ

る．図 3-9は推定値の不確定性の大きさを変え，標準偏差を 0.2, 0.5, 0.9 とした場合について

示している．標準偏差が大きい方が交差する点すなわち判断基準値 xc が左側によっている．

推定値の不確定性が 

大きい場合は安全余裕を大きくとることを意味している．図の(1)では第 1，2 種誤りのペ

ナルティーを 10.0，2.0 としているのに対して，(2)では 10.0, 5.0 としている．ペナルティー

の比が 1.0 に近づくと安全余裕も小さくなる．その比が 1.0 の場合は不確定性の大きさによら

ず常に判断基準値 xcと基準値 x0は一致する．  

追加調査行う場合と行わない場合のコスト期待値の差分がVoIである．評価値ベクトルxが，

追加観測量ベクトルzによって更新されたとする．観測量ベクトルに関する確率密度分布を

p(z)とすると，VoIは次式で表される． 

  )()()|( xJdzzpzxJVoI                       (2) 

VoIが最大となるような調査の配置は，コスト期待値を最小にする配置であることを意味する． 

 

 

  

表 3-1 コストテーブル 

 
実際の状態 

不要 必要 

対策

の 

判断 

不要 
E11  E12  

C11 P11 C12 P12 

必要 
E21  E22  

C21 P21 C22 P22 

E : 事象，C : コスト，P : 確率 
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図 3-9 判断基準（交差する点）と標準偏差，ペナルティーの関係 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 1 2 3 4

R
is

k 
 (

Ex
p

ec
te

d
 L

o
ss

)

mean of estimate, x 

0.2

0.5

0.9

Risk 1
Standard Deviation

Risk 2

(1) ペナルティーC1=10，C2=2 

図 3-8 判断ミスのリスクと推定値の平均の関係 

     推定値の標準偏差0.4，ペナルティーC1=10，C2=2 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 1 2 3 4

R
is

k 
 (

Ex
p

ec
te

d
 L

o
ss

)

mean of estimate, x 

Risk1

Risk2

min(Risk1,Risk2)

C1=10.0

C2=2.0

safety 

margin

xc x0  



31 
 

3.3 ベイズ推定に基づく線形逆問題の定式化 

3.4 節で説明するガウス過程回帰(Gaussian Process Regression, GPR)，6 章で説明する階層ベ

イズ考え方の基礎となるベイズ推定に基づく線形逆問題の定式化を示す．確率論に従って誘

導される逆問題の定式化はカルマンフィルタなどもその特殊な場合として誘導することがで

き，広い一般性をもつ 2)．ここでは VoI に基づく目的関数誘導のための準備として，一般的な

逆問題の特殊な場合としてガウス過程回帰（Gaussian Process Regression）を誘導する 3)．未知

量（推定したい量）x の事前情報を次のように定義する．  

wxx                           (3) 

ここで， x ：平均値ベクトル，w：事前情報に関する不確定性を表す確率変数ベクトルであ

る．これに対し，観測情報が次式で与えられるとする． 

        z=H(x)+v                      (4) 

式(4)は，観測方程式と呼ばれている．観測量 z は未知量ベクトル x の関数 H(x)で与えられ，

観測量誤差 v が混入しているとする．v，w が平均 0 の正規分布に従い，その共分散行列は R，

M で与えられ，互いに独立とする．この関係から次式が成立する． 

  

























R0

0M
vw

v

w
)( TTE                      (5) 

以上の問題設定のもとで観測量が与えられた時の最適な推定値を考える．最適な推定値は，

観測量 z が与えられた時の未知量 x の条件付確率 P(x|z)を最大にするとする．事後の確率分布

を最大化するという意味で MAP (Maximum A Posteriori)とも呼ばれている．以上により，P(x|z)

の式から未知量 x に関連する項を抜き出すと，P(x|z)を最大にする x は，次の目的関数 J を最

小にすることと等しいことが簡単に導かれる 2)． 

))(())((
2

1
)()(

2

1 11
xHzRxHzxxMxx   TTJ           (6) 

式(6)は逆問題のための一般性の高い目的関数であり，これを基にGPRやカルマンフィルター

なども誘導することができる． 

観測方程式が次式のように線形の場合には最小化が極めて簡単になる． 

z=Hx+v                          (7) 

この場合は，目的関数の最小点が次の極値の条件により簡単に求まる． 

 0HxzRHxxM
x

  )()( 11 T

d

dJ
                     (8) 

これを解いて次の解を得ることができる． 

)(1
xHzRPHxx  T

                    (9) 

P=(HTR−1H+M−1)−1                      (10) 

式(9), (10)は次の形に変形することができる． 

)( xzKxx                      (11) 
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K=MHT(HMHT+R)−1                     (12) 

P=M−KHM                      (13) 

式(9), (10)と式(11)-(13)は数学的な変形を施しただけで（逆行列補題として有名な変形4)）本質

的には全く等価である．式(11)-(13)は，カルマンフィルターの観測更新アルゴリズムとして知

られており，Kはカルマンゲインと呼ばれている4)． 
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3.4 ガウス過程回帰(Gaussian Process Regression, GPR)を用いる場合の情報の価値

（Value of Information，VoI） 

 

第4章，第5章で使う，GPRを用いた場合のVoIの定式化について示す．4，5章では最適なボ

ーリング調査位置について述べるが，その際に対象とするパラメタの空間分布の推定が重要

となる．空間分布推定の為にはスプライン関数や逆距離荷重法（Inverse Distance Weighted，

IDW）などいくつかの方法があるが，ここでは推定値に加えてその不確定性も評価すること

のできるGPRに注目する．VoIの計算のためには推定値に加えてその不確定性の評価が必要で

ある．GPRは非常に柔軟性をもった回帰手法であり，クリギングとも密接な関係を持ち条件

によっては等価となる．入力変数xから出力変数である実数値yへの関数y=f(x)を推定するモデ

ルの一つである．その特徴は，まず非線形性が考えられる．線形回帰ではうまくフィッテン

グできない場合にも有効である．次にベイズ推定を用いる点が特徴である．推定の不確実性

を表現することができる．ガウス過程回帰の例を図3-105)に示す．観測点が6点の場合に，GPR

を用いて補間している．実線で示す推定の平均値に加え，グレーの網掛けで示す推定誤差が

推定されている． 

  

推定の平均値

推定誤差

観測点

図 3-10 ガウス過程回帰の例 5) 



34 
 

3.4.1 ガウス過程回帰(Gaussian Process Regression, GPR)の定式化 

GPRも上記3.3節で述べた線形逆問題の目的関数の最小化から誘導することができる．いく

つかの点で特性値が観測されているとして，その特性値の空間分布の推定を行う．その際，

観測された量にも誤差が含まれているとする．観測点における特性値のベクトルをx1，x2観測

点以外における特性値のベクトルをx2とし，未知量ベクトルはその全体とする． 

},{ 21

TTT
xxx                       (14) 

その場合の観測方程式は次式で与えられる． 

    v
x

x
0IHxz 










2

1
                       (15) 

ここで，I：単位行列である．未知量ベクトルの事前（観測量によって更新される前）の共分

散行列を次のように分割して考える． 











2212

1211

MM

MM
M

T                    (16) 

ここで， ]))([( T

jjiiij E xxxxM  である．従って，未知ベクトルの推定は次の形で行われる． 

   1

1

11

12

11

2

1

2

1
xzRM

M

M

x

x

x

x


























 

T                     (17) 

また，事後の共分散行列は， 











2212

1211

PP

PP
P

T                                 (18) 

ここで，Pij=Mij−Mi1(M11+R)−1M1j，となる． 

 観測量誤差がない，すなわち，R=0 とすると式(17), (18)は次のように簡略化される． 




















 }{ 1

1

111222

1

xzMMx

z

x

x
T                     (19) 

  













12

1

111222 MMMM0

00
P

T                      (20) 

式(19), (20)は，GPR の式と一致するが，式(17), (18)の方が観測量誤差も考慮できる点で一般

的であり，様々な問題への適用性も高い． 

事前の共分散行列 M は，自己相関関数を基に設定される．いくつかの関数形が提案されて

いるが，次式で与えられる自己相関関数もよく用いられる関数のひとつであり，以下の検討

で用いることとする． 
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


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


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




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
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a

d

a

d

a

d
dddR                   (21) 

ここで，d1, d2, d3: 2 点間の距離ベクトル， a1, a2, a3:  各座標方向への自己相関距離． 
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3.4.2 既存及び新規の観測情報による推定値 

推定値が GPR によって与えられる場合について考える．観測ステップ k までの情報が得

られているとする．Zkは観測ステップ k までの全て観測情報とする． 

},,,{ 21 TkTTTk
zzzZ                               (22) 

なお，ここでの観測ステップ k はフィルタリングの教科書での表記のような時間更新に対す

るステップではなく，観測点の追加ステップであることに注意されたい．例えば，地盤のな

んらかの特性値分布を推定する問題において，第 1 ステップとして初期のボーリンデータ，

第 2 ステップとして追加のボーリングデータなどが相当する．  

ここで，3 種類の変数 x1, x2, x3 を導入する．変数 x1は k ステップまでの全観測点における

推定値である．変数 x2は k+1 ステップで得られる新しい観測点における推定値である．この

新しい観測点の最適な位置について検討を行うことを目的とする．そのため， k+1 ステップ

での観測情報はまだ得られていないとする．変数 x3は意思決定を行う地点での推定値である．

この地点を評価領域と呼ぶ．式(17)と同様に GPR の考え方に従って，k ステップまでの観測

情報による以下の推定式が得られる． 
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                   (23) 

対応する共分散行列は以下の式で求められる．  

0

1

1

1

0

11

0

1

0 )( j

kT

jij

k

ij MRMMMM                          (24) 

 上記の定式化ではk−1ステップの平均値ベクトルや共分散行列は用いずに観測情報が与え

られる前（0ステップ）の平均値ベクトル，共分散行列を用いた定式化としている．変数x2は

k+1ステップにおける新しい観測点であることから，場所（座標値）が検討対象でありk−1ス

テップまでには現れていない地点となるため，その平均や共分散行列は初めて評価されるこ

ととなる．従って，0ステップの段階に遡り，kステップまでのすべての観測量を使って変数x2

の平均値ベクトル，共分散行列を求める必要があるため，上記のような定式化とした．カル

マンフィルタに関する教科書等に見られるようにk−1ステップまでの観測量で更新された後

の平均値ベクトル，共分散行列とkステップの観測量zkによる定式化とは異なることに注意さ

れたい． 

 

  



37 
 

3.4.3 現ステップまでの観測情報に基づく判断によるコストの期待値 

 前述のように各事象には何らかのコストが課されると仮定する．各事象の発生する確率か

らその期待値，すなわち判断によるコストの期待値の算定を行う．評価領域の推定値ベクト

ル x3 の i 番目の要素（地点）を ix ,3 と記述すると，i 番目の地点のコストの期待値は次式で表

される． 

),min(),( ,2,1,3,3 ii

k

i

k

i EcEcxL                            (25) 

ここで， )(,1 iiP  ，
k

i

k

i

i

xx

,3

0,3





  

は標準正規分布の累積分布関数を表している．
k

i,3 は推定値
k

ix ,3 の標準偏差であり，式(24)

に示す共分散行列 k

33M の対角成分から求めることができる．領域全体のコストの期待値はそ

の足し合わせとして次式で求められる．  


i

k

i

k

i

k xLJ ),( ,3,3                                (26) 

コスト C11，C22 を 0.0 と仮定することでコストの期待値の代わりに判断ミスのリスクを考え

た場合，リスクは不確定性を考慮した判断基準値 xcを用いて次のように表すこともできる．  












ic

k

i

ic

k

ik

i

k

i

xxPC

xxPC
xL

,,32121

,,31212

,3,3

if,

if,
),(                         (27) 

判断基準値 xc,iは 2 種類のリスクが交差する点であるため，C12P12=C21P21を解くことで求める

ことができる． 













 

2112

211

,30,
CC

C
xx k

iic                            (28) 

判断基準値 xc,i は基準値 x0 に加え，ペナルティーの比及び標準偏差も反映して決まることが

わかる． 
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3.4.4 最適調査配置における情報の価値（Value of Information，VoI）の定式化 

前節(3)では現ステップ k までの観測情報に基づく判断によるコストの期待値を算定した．

次ステップ k+1 の観測情報の持つ価値を VoI の考え方に基づいて求める．観測情報 zk+1 の値

が得られた後であれば，評価領域の推定値はGPRの考え方に従って以下のように更新される．

k+1ステップで得られる新しい観測情報 zk+1は kx2
と同じ位置で得られることに注意されたい．

まず，平均値については次式で得られ， 

}{][ 2

111

222233

1

3

kkkkTkkk xxx  
zRMM                    (29) 

1

3

k
x の共分散行列についても同様に GPR の考え方に従って以下のように更新される． 

kkkTkkk

23

11

2222333

1

33 )( MRMMMM
                        (30) 

判断によるコストの期待値は新しい観測情報 zk+1 によって低減される．その低減の大きさ RR 

は次式で求められる． 

 
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1

 z　　                     (31) 

しかし，k+1 ステップの新しい観測点の最適な位置について検討を行うことが目的であるた

め観測情報 zk+1はまだ得られていない．そのため，観測情報 zk+1の代わりに x2の推定値 k

2x を

用いる． 

   kkkkTkkkk xxx 22

11

222233

/1

3 


xRMM                    (32) 

ここで，上添え字の k+1/k は k ステップまでの観測情報を用いた k+1 ステップでの推定であ

ることを示している．観測情報 zk+1が得られている場合は式(29)のように推定値の平均ベクト

ル
1

3

k
x が確定値となるが，式(32)では平均値

kk /1

3


x が確率変数となることに注意されたい． 

コスト削減量 RRの期待値を VoI と定義すると以下の式で求めることができる． 

    VoI=E[Jk+1− Jk]= E[Jk+1] − Jk                      (33) 

ここで，将来得られる観測情報 zk+1を考慮したコストの期待値は以下の式で求められる． 

k

i

kk

i

kk

i

k dpxLJE 22

1

,3

/1

,3

1 )(),(][ xx
                        (34) 

推定値ベクトル k

2x に関する積分が必要になるが，解析的に積分することはできない．また，

一般には k

2x は多次元であり，高次元になると数値積分も実施困難になる．つまり，一度に複

数の最適な観測点を決める必要がある場合に計算負荷が膨大になり困難が生じる．しかし，

正規分布に従う変数は足し合わせてもやはり正規分布になるという性質（正規分布の再生性）
例えば 6)から高次元の問題も一次元積分に帰着させることができる．式(32)から

kk

ix /1

,3


が正規分布

に従うことがわかり，その平均値や共分散行列も簡単に求めることができる．多次元積分の

式(33)は次のように 1 次元積分に変換できる． 
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i i
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kkk
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i xdxpxLdpxL /1
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1
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,322

1
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,3 )(),()(),(    xx            (35) 

kk /1

3


x の平均値ベクトルや共分散行列 kk /1

33


P は次式で求めることができる． 
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     TkkTkkkkTkkk 11
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22223
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33

  RMMMRMMP                (37) 

これらから
kk

ix /1

,3


の平均，標準偏差を求めて式(35)の右辺に関して 1 次元の数値積分を行う．

一次元積分であれば計算量は十分に小さく，後述するような粒子群最適化手法を用いた計算

に対しても十分に対応できる． 

VoI はコスト削減量の期待値であることに注意されたい．つまり，VoI はコストの期待値の

期待値であり，そのため平均値
kk

ix /1

,3


が確率変数となる．最初の期待値操作は推定値の空間分

布推定の不確定性に関する，2 番目の期待値操作は将来得られる観測量 zk+1の推定の不確定性

に関するものである． 

なお，式(25)あるいは(27)に示すように小さい方のコストをとるように意思決定するが，x> 

x0であると判断する確率は次の式で求められる． 

)(,1 iijudgeP  ，
kk

i

k

i

i

p

xx

/1

,3

0,3




                     (38) 

ここで，
kk

ip /1

,3


は式(37)で求めた共分散行列 kk /1

33


P のi番目の対角項である．式(37)は，対策を必

要と判断する確率の算定に用いる． 
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3.5 粒子群最適化(Particle Swarm Optimization，PSO)による最適化 

点検や調査の最適計画問題は VoI を目的関数，観測点位置あるいは時期を変数とした最適

化問題として定式化することができる．観測情報 zk+1 が低次元であればその観測位置や時期

の最適化は容易であるが多次元になると困難になる．例えば，1 点の追加ボーリングの位置を

決める問題であれば総当たりで計算すればよいが，追加ボーリングの数が多くなると次元の

呪いにより計算が困難になる．そのため，なんらかの最適化手法が必要となる．後に示すよ

うに多くの問題において局所解が存在することから，最適化手法としては大域解探索手法の

一つである粒子群最適化手法 PSO (Particle Swarm Optimization)を用いる．PSO は 1995 年に

Kennedy and Eberhart7)によって提案された比較的新しい方法である．実数型の変数を対象とし

た最適化に適しており，調整を必要とするパラメタも少なく扱いやすい方法とされている 8)．

最適化手法そのものは本論文のテーマではないため，簡単な紹介にとどめる．詳細について

は文献 8), 9)などを参照されたい． 

最適化の対象となる空間において，最初に多数の解候補をランダムに発生させる．これら

解候補を PSO では粒子と呼ぶ．各粒子は位置ベクトルを次式に従って更新することによって

移動する． 

)1()1()(  tvtxtx k

i

k

i

k

i
                        (39) 

ここで，xi
k：位置ベクトルの成分 i，vi

k：速度ベクトルの成分 i， k：粒子番号，t : 繰り返し

回数である．速度ベクトルの更新式は以下の式で表される． 

))1()1(())1()1(()1()( 21  txtgcrtxtpcrtwvtv k

iig

k

i

k

ip

k

i

k

i         (40) 

ここで， r1，r2：0 から 1 までの一様乱数，pi
k：粒子 k がこれまでに発見した最良解ベクトル

(パーソナルベスト)，gi：全粒子が繰り返し回数 i までに発見した最良解ベクトル(グローバル

ベスト)， w：前回の速度ベクトルにかかる重み定数，cp：パーソナルベストの項にかかる重

み定数，cg：グローバルベストの項にかかる重み定数である．PSO は更新を繰り返すことによ

り，解の改善を行い最適解探索を行う方法である．図 3-11にその概念図を示す． 

Rosenbrock 関数の最小化問題に PSO を適用する例題を示す．ここで，Rosenbrock 関数とは

最適化手法の性能評価のために用いられるベンチマーク問題の一つであり，次の式で表され

る． 






 
1

1

222

1 ))1()(100()(
n

i

iii xxxxf                        (41) 

今回は，2 変数からなる（つまり n=2）Rosenbrock 関数の最小化問題を考える．粒子数を 50

として計算した結果を図 3-12 に示す．反復数 10 回の時点では答えに収束しつつあり，反復

数 100 回でほぼ答えに収束する． 
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図 3-12 PSO による収束過程 

図 3-11 PSO の概念図 
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第 4 章 河川堤防の液状化対策のための 1 次元の最適調査配置 

 

4.1 河川堤防の液状化対策のための調査に関する背景 

地盤調査等を行う場合，経験的に調査位置を決めることが多い．定量的に配置を決める研

究も行われているが，既往の研究の多くは推定値の不確定性のみに注目しての最適配置の検

討を行っている．本研究では情報の価値（Value of Information，VoI）に基づき最適配置の検討

を行った．これにより，不確定性のみでなく推定値も考慮した目的関数の設定が出来る．具

体的には，河川堤防の液状化対策のための最適地盤調査地点および最適調査点数の検討を行

った． 

 2011 年東日本大震災での大規模な河川堤防被害の主要な原因は液状化であった．河川堤

防液状化被害のメカニズムについて，長田ら 1)は堤体の液状化（堤体下部の飽和領域の形成メ

カニズムに着目した 3 分類），基礎地盤の液状化，堤体と基礎地盤の液状化が複合する場合の

計 5 分類として紹介している．堤体の液状化の分類は図 4-11)に示すように，軟弱粘性土地盤

の圧密沈下によるもの，旧湖沼・旧河道の埋め立てによるもの，平常時より河川水位が高い

ケースに分類されている．また，基礎地盤の液状化は従来から主に点検・対策の対象とされ

てきたが，東日本大震災では堤体の液状化が原因と考えられる箇所が多く確認されたことが

示されている．このことから、液状化による河川堤防被害の問題はより複雑になると考えら

れる．河川堤防に対し液状化対策を行うためには，はじめに地盤調査を行い，つぎにその調

査結果に基づく対策区間選定を行い，対策を実施するという工程をふむ必要がある．地盤調

査に関しても，より高い精度が求められると考えられる．このような工程を必要とする理由

として大竹ら 2)は，液状化対策の必要性が確認されているような状況であっても，対象区間が

数 km におよぶような場合には対策費が膨大であるため，現実的には，対策優先順位の設定

による段階的な対策工の実施や追加調査等による対策区間の厳選化等の対応が必要であると

述べており，河川堤防の液状化危険度を評価する方法の提案を行っている．このことから，

河川堤防に対し液状化対策を行うためには，地盤調査に基づく対策区間選定が重要であると

考えられる．そこで，本研究では，河川堤防に対する液状化対策のための地盤調査に注目す

る． 

対策区間選定を正確に行うためには，より高い精度の情報が求められるが，調査にはコス

トが発生するため，効率的な調査計画が必要である．そこで，VoI に基づき，河川堤防に対す

る液状化対策区間選定のための，最適地盤調査の検討を行う．具体的には，対象地域のどの

地点に，また，何点調査を行えばよいのか検討する．これまでも，本研究室では VoI に基づ

く最適配置の研究を行ってきたが，本研究では異なる地震危険度を持つような地域を対象と

できるために，場所ごとの特性である地震発生確率の考慮を行う．また，より現実的な状況

を想定するために，PL 値に基づく判断の再考とコストテーブルの再考を行う．液状化指数 PL

とは液状化の危険度を表す指標であり PL 値が高ければ高いほど危険ということになる 3) 
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（1）軟弱粘性土地盤の圧密沈下による飽和域  （2）堤体下部の飽和域の形成 

 

 

（3）平常時の河川水位による飽和 

図 4-1 堤体の液状化のメカニズム 1)  
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4.2 河川堤防の液状化対策のための最適調査計画 

4.2.1 モデル区間の概要 

本研究では大竹らの調査 2)に基づき，2011 年東北太平洋沖地震で実際に液状化被害が生じ

た，ある一級河川の堤防の延長 20km のうち，比較的ボーリングデータの少ない延長 5km を

モデル区間とする．対象区間でボーリングデータは 18 点得られており，各点で液状化指数 PL

が評価されている．モデル区間と既存のボーリングデータの分布を図 4-1 に示す．縦軸が PL

値，横軸が堤防の位置を表す． 

本研究では PL 値が 15 以上で，液状化対策が必要であると仮定する 2), 3)．図 4-22)において，

基準値は青い線で示しており，青い線より上に既存値がある場合，液状化対策が必要である

と仮定する．例えば STA31.5 付近では，既存値が基準値を上回っているため，対策が必要と

考えられる．一方で，STA33 から STA33.5 区間では既存値が基準値を下回るため，対策は不

要と考えられる．しかし STA32.5 から STA33 区間には既存値がないため判断ミスによる経済

損失が発生すると考えられる．このように対策が必要か不要化あいまいな区間に追加の調査

を行う際，どこに，また，何点の調査を行えばよいか VoI に基づき検討する． 

 

 

図 4-2 既存のボーリングデータの分布 2) 
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4.2.2 地震危険度の設定とその影響調査の概要 

前述の検討では，地震が発生したという条件下で液状化被害が発生する条件付確率を想定

していた 3)．本節では場所ごとの特性である地震の発生確率自体も考慮する． 

既存ボーリングデータ等の条件は既往の研究 3)と同じとし，地震危険度のみを変更し，それ

ぞれの最適配置結果を比較し検討を行った．地震危険度の設定は地震ハザードステーション

J-SHIS4)をもとに行った．今後 30 年以内にある震度 6 弱，6 強以上の揺れが生じる確率を参考

に，福島県福島市，東京都市大学世田谷キャンパス，静岡県静岡市の地震危険度を設定し，

比較を行った．図 4-2 に震度 6 弱，6 強以上の揺れが生じる確率の分布を示す．赤いほど想定

する震度以上の地震の発生確率が高い．今回対象とする 3 地域を青い印で示す．また，対象

とした各地域の地震危険度ついて表 4-1にまとめた． 

対象とするどの 3 地域にも，図 4-34)に示す，全く同じモデル区間が存在すると仮定する．

この 3 地域で異なる点は地震発生確率のみであり，既存点の数やその分布などは全て同じで

ある．それぞれの地域で VoI に基づき最適地盤調査の検討を行う．これにより，地震危険度

の違いで意思決定にどのような違いがあるのか調査を行う．具体的には，地震発生確率を考

慮した上で，対象とする各地域において，追加調査点数 1 点から 15 点の場合の最適配置を検

討した．また，VoI と調査コストを足し合わせることでトータルコストを求めた．トータルコ

ストは判断ミス削減量と調査コストのバランスを表し，トータルコストが最小となる調査点

数が最適調査点数となる． 

 

表 4-1 対象地域と 30 年以内の地震発生確率（%） 

 

 

 

（1） 震度 6 弱以上の地震          （2） 震度 6 強以上の地震 

図 4-3 地震発生確率の分布 4) 
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4.2.3 地震危険度に関する感度解析 

東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

4 に示す．図の縦軸が log(PL)，横軸が堤防の位置を表す．赤い点が既存のボーリングデータ

を示し，青い三角が追加調査の位置を示す．ここで，図 4-4の（2），（3）において STA32.5，

STA33 区間の調査点位置に注目する．このように最適調査点位置の決定は，1 点追加したう

えでさらに 1 点追加というような決め方ではなく，5 点を同時に追加するならば，という決

め方である．つまり，調査点数が 1 点の場合は 1 次元の問題となるので区間ない全てで VoI

の値を求めればよいが，調査点数が増えるたび高次元の問題となるため，本研究では最適調

査位置を求めるために PSO を用いた． 

各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-5に示す．ここで，調査コス

トは 1点増えるごとに 1のコストが発生すると仮定しており，図中の赤い四角形で示される．

VoI の値は青い四角形で示しており，調査点数が増えるほど徐々に判断ミスリスク削減量が

減少しているのが確認できる．これは，区間内で徐々に判断ミスリスクが発生するような基

準を越えているのか超えていないのか分からないような区間が減っていくためである．この

結果から東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合，追加調査点数 7 点でトー

タルコスト最小−8.39 となり，7 点が最適調査点数ということになる． 

東京都市大学周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

6に示す．ここで，図 4-4と比較すると，想定地震の違いにより最適配置にも違いが生じるこ

とが確認できる． 

各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-7に示す．この結果から東京

都市大学周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合，追加調査点数 3 点でトータルコスト最

小-2.93 となり，3 点が最適調査点数ということになる．ここで，想定地震が違うと判断ミス

削減量に違いが生じ，最適調査点数にも違いが生じることが確認できる． 

福島県福島市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

8に示す．ここで，図 4-4と比較すると，地震発生確率を考慮することで場所により最適配置

にも違いが生じることが確認できる． 

 各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-9に示す．この結果から福

島県福島市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合，追加調査点数 0 点でトータルコスト

最小 0 となり，0 点が最適調査点数ということになる．ここで，最適調査点数が 0 点となった

理由を考える．例えば，地震発生確率を 0%とすると液状化被害は発生しない．液状化被害が

発生しないため調査を行っても判断ミスリスクは削減できずに調査費用のみが発生する．地

震発生確率が小さいほど，判断ミスリスク削減量は少ないということがわかる．福島県福島

市の地震発生確率は 6 弱の場合も 6 強の場合も他の 2 地点に比べて極端に小さいことがわか

る．今回は調査費用が判断ミスリスク削減量を上回ってしまったため，最適調査点数は 0 点

となった． 

福島県福島市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

10に示す．各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-11に示す．この結
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果から福島県福島市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合，追加調査点数 0 点でトータ

ルコスト最小 0 となり，0 点が最適調査点数ということになる．この理由は福島県福島市周

辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合と同様である． 

静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

12に示す．各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-13に示す．この結

果から静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合，追加調査点数 7 点でトータ

ルコスト最小−7.44 となり，7 点が最適調査点数ということになる．最適調査点数の結果は東

京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合と同様に 7 点であるが，地震危険度の

違いにより，そのときの最適地盤調査地点の結果も，判断ミスリスク削減量も異なる．特に

判断ミスリスク削減量は静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合が−7.44 で

あるのに対し，東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合は−8.39 と削減量が大

きいことが確認できる．これは地震発生確率が静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想

定した場合が 66.1%であるのに対し，東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場

合は 82.9%と発生確率が高いためである．各条件における最適追加調査点数についてまとめ

たものを表 4-2 に示す．以上の結果から地震発生確率の違いで最適地盤調査地点および，最

適調査点数に違いが生じることが確認できる． 

静岡県静岡市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点の結果を図 4-

14に示す．各調査点数での VoI，調査コスト，トータルコストの値を図 4-15に示す．この結

果から静岡県静岡市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合，追加調査点数 5 点でトータ

ルコスト最小−5.44 となり，5 点が最適調査点数ということになる． 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-4 東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

 

図 4-5 東京都市大学周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-6 東京都市大学周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

 

図 4-7 東京都市大学周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-8 福島県福島市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

図 4-9 福島県福島市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-10 福島県福島市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

図 4-11 福島県福島市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-12 静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

図 4-13 静岡県静岡市周辺で震度 6 弱以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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（1）追加調査点数が 3 点の場合 

 

 

 

（2）追加調査点数が 5 点の場合 

 

 

 

（3）追加調査点数が 7 点の場合 

図 4-14 静岡県静岡市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適地盤調査地点 

 

 

図 4-15 静岡県静岡市周辺で震度 6 強以上の地震を想定した場合の最適調査点数 
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表 4-2 各条件における最適追加調査点数 

 

 

  

福島県福島市 東京都市大学 静岡県静岡市

震度6弱 0 7 7

震度6強 0 3 5
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4.2.4 液状化対策の基準値の不確定性の考慮 

液状化対策が必要かどうかを PL 値に基づき判断しているが，前述の検討では，図 4-16（1）

に示すように基準値を 15 とし，推定値が基準値を上回った場合は確定的に液状化被害が発生

すると仮定して対策が必要，推定値が基準値を下回った場合は液状化被害が発生しないため

対策が不要としてきた．例えば，推定値が 20 であった場合，推定値が基準値を上回るため

100%液状化被害が発生するため，液状化対策が必要と考えられる．しかし，PL 値に基づく判

断は図 4-16（2）に示すように不確定性を考慮するほうが現実的である．例えば，基準値が 20

であった場合，推定値が基準値を上回り，これまでは 100%液状化被害が発生するため，対策

が必要としてきたが，不確定性を考慮する場合 100%液状化被害が発生するとは限らないとい

うことになる．不確定性を考慮することで，同様に，推定値が基準値を下回った場合でも液

状化被害が発生しないとは限らない． 

図 4-2に示すモデル区間において，PL 値に基づく判断の不確定性を大きくしていき，最適

地盤調査に及ぼす影響調査を行う．具体的には，モデル区間に対し，6 点の追加調査を行う場

合を想定する．変動係数を変化することで不確定性を変化させ，各変動係数での最適配置を

検討する．各変動係数での最適配置の結果の結果を図 4-17 に示す．これにより，PL 値に基

づく判断に不確定性を考慮することで，最適配置に違いが生じることを確認した． 

PL に基づく判断に不確定性を考慮していった場合の VoI の値を図 4-18 に示す．この結果

から，不確定性が大きいほど，VoI の絶対値は小さくなり判断ミスリスク削減量は徐々に小さ

くなることがわかる．ここで，図 4-17 の青い線と赤い線に注目する．青い線は PL の推定値

を示し，赤い線は配置後の判断基準を示す．不確定性が大きくなるほど，青い線に対し赤い

線が下がっていくことが確認できる．これは，対策せずに被害が生じるより，対策を行って

しまったほうがいいということを表す．次に，黄色い棒グラフに注目する．黄色い棒グラフ

は配置後の対策を行う確率を表す．不確定性が大きくなるほど全体的に対策を行う確率が大

きくなっていることが確認できる．判断ミスによるペナルティの比を考えると，判断ミスに

より液状化被害が発生する場合のペナルティが 10 であるのに対し，判断ミスにより余計な対

策費用が生じる場合のペナルティが 2 であり，判断ミスにより液状化被害が発生する場合の

ペナルティのほうが大きいため対策せずに被害が生じるより，対策を行ってしまったほうが

いいということとなる．このように，変動係数が大きくなることで，液状化被害発生という

現象自体にばらつきが生じる．これにより，情報の価値が低下するため図 4-18のような結果

となる． 
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（1） 判断に不確定性を考慮しない場合 （2） 判断に不確定性を考慮する場合 

図 4-16 PL 値に基づく判断と液状化被害発生確率 
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（1）変動係数=0.0 の場合 

 

 

 

 

 

（2）変動係数=0.5 の場合 

 

 

 

 

 

（3）変動係数=1.0 の場合 

図 4-17 各変動係数での最適配置の結果 
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図 4-18 PL に基づく判断に不確定性を考慮していった場合の VoI の値 
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4.3 まとめ 

場所ごとの特性である地震発生確率を考慮した最適地盤調査の検討を行った．対象となる

3 地域に全く同じモデル区間があるとして VoI に基づき最適地盤調査点，また，トータルコス

トを考えることで最適調査点数の検討を行った．この結果，場所や想定地震により，最適地

盤調査点にも最適地盤調査点数，また，そのときの判断ミスリスク削減量にも違いが生じる

ことが確認できた．地震発生確率が小さいほど判断ミスリスク削減量は小さくなり最適調査

点数も小さくなることが確認できた．これにより，異なる地震危険度を持つ領域を対象とし

た地盤調査計画の検討が可能になると期待できる． 

次に PL 値に基づく判断に不確定性を考慮した場合の最適地盤調査に対する影響調査を行

った．モデル区間に対し 6 点の追加調査を行う場合を想定し，変動係数を変化させることで

PL 値に基づく判断に不確定性を考慮することで最適配置や判断ミスリスク削減量にどのよ

うな違いがあるのか検討を行った． 

この結果，PL 値に基づく判断に不確定性を考慮することで最適地盤調査点に違いが生じる

ことが確認できた．また，その不確定性が大きくなるほど，液状化被害発生という現象自体

にばらつきが生じ，情報の価値が低下するため VoI の値は小さくなることが確認できた．今

回は基準値を 15 と設定したが，今後はこの結果を下に基準値が 15 でよいのか再検討する必

要があると考えられる． 
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第 5 章 2 次元の逐次型最適調査配置 

 

5.1 日本における土壌汚染調査の現状と概要 

土質の調査や土壌汚染調査をはじめとした調査計画の多くは，これまで，経験的に立案さ

れてきた．環境省のガイドライン 1)には汚染を特定するための調査方法，図 5-11)に示す 5 地

点均等混合方式が示されているが，追加の調査地点については特に記述はなく経験的に決め

ていると思われる． 

2003 年 3 月，茨城県神栖市で発生した有機ヒ素化合物による地下水汚染においては，その

実態を解明するために多数のボーリング調査が行われた．ボーリング調査の分布を図 5-22)に

示す．はじめに，図中黄色の網掛けの円で示す A 井戸周辺のエリア内 25 地点で深さ 15m の

調査が行われた．しかし，結果は低濃度であり，もっと深くに汚染源があるのではないかと

考えられた．そこで，同じエリア内 8 地点で深さ 30m の調査が行われた．結果として，より

広範囲に汚染が分布していると考えられた．次に，A 井戸周辺 200m で調査を行った．その結

果，No.83 で高濃度の汚染が確認され，近くに汚染源があると予想された．そこで図中の青い

四角で囲ったエリアで 5m メッシュ交点とその中心で調査が行われた．さらに緑の四角でか

こったエリアで掘削調査が行われ，図 5-32)に示す汚染物質を含むコンクリート塊が確認され

た． 

本研究では，土壌汚染調査を例として VoI を用いた提案手法により調査地点を決め，汚染

領域を検出することを試みる．ガウス過程回帰(Gaussian Process Regression, 以下 GPR)3)は 4 章

で述べた 1 次元の堤防の問題で VoI 算定の際にも用いているが，2 次元の VoI の算定に加え，

汚染領域の同定にも用いることができる．本章では感覚で決めた汚染源の例題と，汚染領域

の分布や確率場の特性値が既知である確率場のサンプル実現値を用いた例題による検討を行

う．人の判断による調査地点配置に基づく汚染領域の推定と，提案手法による配置に基づく

推定の比較を行う． 

 

図 5-1 5 地点均等混合法による採取 1) 
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図 5-2 茨城県神栖市の有機ヒ素化合物による地下水汚染の調査 2) 

図 5-3 コンクリート様の塊の概要 2) 
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5.2 最適な 2 次元調査地点配置 

 

5.2.1 例題の問題設定 

例題として 2 次元の汚染領域を検出する問題を取り上げる．まず，5.1 節で述べた 5 地点均

等混合方式に基づく 5 箇所での調査結果の汚染の程度を表す数値が与えられる．次に，その

情報に基づき，次の調査位置を決めるとその地点での汚染の数値が与えられる．この手順を

繰り返して汚染領域を特定する． 

調査対象地域は 32m×32m の正方形とし，2 通りの例題ケース１と２を用意した．ケース

１は図 5-4(1)に示す経験的に決めた汚染源の分布，ケース２は図 5-5(1)に示す確率場のラン

ダム実現値から決めた分布である．確率場は平均 0.0，標準偏差 1.0，自己相関距離 8.0m とし

た．本例題では数値が 1.0 以上の場合を汚染と定義する．これは検討のために仮定したもので

あり物理的意味はない．黒の線は汚染の閾値である x0=1.0 の値の等高線を示しており，黒線

の内側が汚染領域である．このように汚染領域は 3 つの領域に分かれて分布している．図 5-

4(2)，及び，図 5-5(2)は，環境省のガイドライン 1)に示された 5 つの調査地点を示している．

この 5 点の調査結果から GPR によって推定された汚染の分布も併せて示している．推定され

た分布は，真の分布とは大きく異なる．このような複雑な複数の汚染領域を推定するには 5

点では不十分であり，もっと多くの地点の情報が必要であることがわかる．GPR による推定

には自己相関距離などの場の特性値が必要となるが，真の値，すなわちサンプル実現値を発

生させた時の値を用いた．  

 

     (1) 真の汚染源              (2) 既存調査点から推定した汚染源 

図 4-4 ケース 1 における真の汚染度の分布 
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     (1) 真の汚染源             (2) 既存調査点から推定した汚染源 

図 4-5 ケース 2 における真の汚染度の分布 
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5.2.2 人による経験的調査配置による推定 

人による経験的調査配置に基づく汚染源の推定の手順を図 5-6に示す．はじめに図 5-6(1)

に示すように，被験者は既存の 5 箇所における汚染の程度の情報を得る．次に，図 5-6(2)に

示すようにその情報に基づき，次の追加調査位置を 5 地点決定する．この手順を 3 度繰り返

し，調査地点が合計 20 点になるまで繰り返す．最後にこれらの情報をもとに図 5-4(3)に例

として示すように，汚染領域を推定する．  

ケース１（経験的に決めた汚染源の例題）は学生 12 名に，ケース２（確率場のランダム実

現値から決めた汚染源の例題）は学生 18 人及び社会人など 3 人に協力を依頼して，上記手順

に従って汚染領域の推定を行ってもらった．ケース１についての推定結果を図 5-7 に，ケー

ス２についての推定結果を図 5-8 に示す．赤線で囲ったエリアが人による汚染源の経験的推

定結果である．ケース１の推定結果は，被験者 D，被験者 L のように汚染源が 2 つあること

を特定することができなかった例もあるが，多くの被験者が 2 箇所の汚染源を特定すること

ができていた．ただし，被験者 G，被験者 K のように推定の誤差が大きいものも見られた． 

ケース２については，人による判断では最大でも 2 か所の汚染源しか推定できていない．

例えば，被験者 D は中央の汚染源しか推定することができておらず，左右の汚染源を推定す

ることができていない．精度の差はあるが，多くの被験者は中央の汚染源は推定できている

が，左右の小さな汚染源の同定は片方しか同定できないないか，あるいは両方とも見逃して

いる．中央の汚染源のみを特定できた人は，その周辺のみで調査を行っている傾向が見られ

たが，左の汚染源および右下の汚染源を特定した被験者には特定の傾向は見られなかった．

被験者に経験的調査配置のアンケートの後に行ったヒアリングによると，「1 番数字が大きい

ところ周辺で境界を見たかった，多峰性を考えず，より良い精度で局所解を求めてしまった」，

「端っこに置きたくない．なるべく多くの情報を得たい．極端な選択をしたくない．」「端に

あるいとは思わなかった」との意見があり，アンケートの設問の仕方の改良が必要かもしれ

ない． 

  

(1) 手順 1                  (2) 手順 2                     (3) 手順 3 

図 5-6 経験的な調査配置の手順 
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(1) 被験者 A         (2) 被験者 B        (3) 被験者 C 

 

(4) 被験者 D         (5) 被験者 E         (6) 被験者 F 

 

(7) 被験者 G         (8) 被験者 H         (9) 被験者 I 
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(10) 被験者 J        (11) 被験者 K        (12) 被験者 L 

図 5-7 経験的な調査配置によるケース 1 の推定結果 
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(4) 被験者 D         (5) 被験者 E         (6) 被験者 F 

 

(7) 被験者 G         (8) 被験者 H         (9) 被験者 I 

(1) 被験者 A         (2) 被験者 B         (3) 被験者 C 
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(13) 被験者 M        (14) 被験者 N        (15) 被験者 O 

図 5-8 経験的な調査配置によるケース 2 の推定結果 

 

(10) 被験者 J        (11) 被験者 K        (12) 被験者 L 
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5.2.3 提案手法による推定と推定結果の比較 

次に，提案手法による推定結果について示す．表 3-1 に示した各イベントのコスト C11，

C12，C21，C22は 0，10，2，2 と仮定した．実問題への適用に当たっては対象となる問題に関

わるステークホルダーと議論して決める必要がある．GPR で必要となる自己相関距離などの

確率場のパラメタは問題設定の時の値である真の値を用いた． 

はじめに，ケース１について考察する．初回の 5 つの調査結果を考慮し，情報の価値 VoI に

基づき決定された 5 つの追加調査の地点を図 5-9(1)に示す．図には初回の 5 点の調査点およ

び追加調査点 5 点，すなわち合計 10 点の調査結果に基づいて，GPR により推定された汚染の

分布を併せて示している．黒色の等高線は GPR によって得られた閾値 x0=1.0 の値を示してお

り，黒線の内側が汚染領域である．この時点で既に 2 つの汚染源があることを特定できてい

る．以降，同様に 5 つの追加調査位置を決定する手順を繰り返す．合計 15 と 20 点の調査点

の情報を用いた推定結果を図 5-9(2)と(3)に示す．調査点数が増えるにつれて，汚染領域が正

確に同定されていることがわかる．図 5-7，9を比較すると提案手法による推定結果の方が良

好に同定されていることがわかる． 

次に，ケース２に関して考察する．初回の 5 つの調査結果を考慮し，情報の価値 VoI に基

づき決定された 5 つの追加調査の地点を図 5-10(1)に示す．図には初回の 5 点の調査点およ

び追加調査点 5 点，すなわち合計 10 点の調査結果に基づいて，GPR により推定された汚染の

分布を併せて示している．図 5-11 に PSO による最適化の過程を示す．PSO による最適化の

収束点を次ステップの追加調査地点として用いる．2 次元の 5 地点の調査地点を決めている

ため，最適化の対象となる変数は 10 個，つまり 10 次元の最適化問題となっている．PSO の

粒子数は 150，反復数 150 として計算を行った．図 5-11はステップ 1 における PSO による最

適化の過程を示しており，収束結果である図 5-11(3)を用いて図 5-10(1)の追加調査地点を決

めている．以降，同様に 5 つの追加調査位置を決定する手順を繰り返す．合計 15 と 20 点の

調査点の情報を用いた推定結果を図 5-10(2)と(3)に示す．赤色の等高線は GPR によって得

られた閾値 x0=1.0 の値を示しており，赤線の内側が汚染領域である．調査点数が増えるにつ

れて，汚染領域が正確に同定されていることがわかる．中央の大きな汚染領域に加えて，左

右の小さな汚染領域も同定できている．図 5-8，10 を比較すると提案手法による推定結果の

方が良好に同定されていることがわかる． 

任意の配置案に対して VoI を計算することができるため，被験者によって提案された配置

案の VoI を計算した．VoI の観点から人による調査配置にどのような傾向がみられるかを確認

することが目的である．図 5-12に提案手法による VoI と経験的配置の VoI の各ステップの累

積値を比較した結果を示す．1 ステップごとに被験者の提案した配置案の VoI を計算し，累積

の VoI を求めた．提案手法は VoI の最適化から配置を決めているため，当然ながら人の判断

よりも高い VoI となっている．最終ステップにおいて VoI の累積が最も大きい被験者の推定

結果は良好である．場のパラメタで発生させた汚染源の例題においては，中央の汚染源と右

下の汚染源を特定することができている．一方で最終ステップにおいて VoI の累積が最も小

さい被験者の推定結果は良好ではなく，場のパラメタで発生させた汚染源の例題においては，



70 
 

中央の汚染源しか特定することができていない．良い推定をしている被験者の VoI は比較的

大きい傾向がみられた．  

  



71 
 

 

(1) 10 点の追加調査     (2) 15 点の追加調査     (3) 20 点の追加調査 

図 4-10 提案手法による最適配置の結果 

 

    (1) 反復数 1        (2) 反復数 10        (3) 反復数 100 

図 4-11 PSO による最適化の過程 

(1) 10 点の追加調査     (2) 15 点の追加調査    (3) 20 点の追加調査 

図 4-9 提案手法による最適配置の結果 
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図 4-12 各ステップにおける VoI の比較 
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5.3.4 最尤法による場のパラメタの推定と感度解析 

(1) 場のパラメタの感度解析 

 これまでの検討では GPR のパラメタは真の値（例題を作成した時に用いた値）を用いてい

たが，実データへの適用を考えた場合こうしたパラメタも合わせて推定する必要がある．そ

こで，自己相関距離を 4m から 12m まで変えたパラメタスタディを行った．図 5-11にそれぞ

れの場合のステップ 3（計 20 点の調査時点）における汚染源の推定結果を示す．自己相関距

離が 4m の場合は中心の汚染源しか同定できておらず，自己相関距離が 12m の場合もまた右

下の汚染源が同定できていない．自己相関距離が小さい場合，各調査結果が周囲に及ぼす影

響は小さいため，左右の汚染源内に追加調査はなされておらず汚染源を同定することができ

なかったものと考えられる．図 5-14 に各自己相関距離におけるステップ毎の累積 VoI を示

す．真の自己相関距離 8m に近いほど累積の VoI が大きい傾向が見られる． 

GPR により土壌汚染の分布を推定する際の場の平均を−1.0 から 1.0 まで変えたパラメタス

タディを行った．図 5-15にその場合のステップ 3（計 20 点の調査時点）における汚染源の推

定結果を示す．場の平均が−0.5，1.0 のとき，右下の汚染源を特定することができなかった．

場の平均が小さい場合，対象エリア全体は安全であるという前提で追加調査地点を決定する

ため，危険と思われる領域において集中的に追加調査すると考えられる．その結果，右下の

汚染源付近で追加調査がなされず，汚染源の同定ができなかったものと考えられる．場の平

均が大きい場合，対象エリア全体は危険であるという前提で追加調査地点を決定するため，

広い範囲で調査地点を選ぶと考えられる．その結果，右下の汚染源内に追加調査がなされず，

汚染源の同定ができなかったものと考えられる．図 5-16に各場の平均におけるステップ毎の

累積 VoI を示す．  

GPR により土壌汚染の分布を推定する際の場の標準偏差を 0.1 から 2.0 まで変えたパラメ

タスタディを行った．図 5-17 に場の標準偏差を 0.1 から 2.0 とした場合のステップ 3（計 20

点の調査時点）における汚染源の推定結果を示す．場の標準偏差が 0.1 の場合，中心の汚染源

しか同定することができなかった．場の標準偏差が 0.5 の場合，左の汚染源を同定することが

できなかった．場の標準偏差が小さい場合，エリア内で汚染度はばらつかないという前提で

追加調査地点が決定される．その結果，ステップ 0 において汚染度が高かった地点周辺のみ

で追加調査を行ってしまい，汚染源の同定ができなかったものと考えられる．図 5-18に各場

の標準偏差におけるステップ毎の累積 VoI を示す．場の標準偏差が大きいほど累積の VoI が

大きい結果となったが，それ以上の特徴は見られなかった．  
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(1) 自己相関距離 4m                   (2) 自己相関距離 6m 

(3) 自己相関距離 10m                  (4) 自己相関距離 12m 

図 5-13 自己相関距離に関するパラメタスタディ 
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図 5-14 各自個相関距離におけるステップ毎の累積 VoI 
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(1) 場の平均−1.0                   (2) 場の平均−0.5 

(3) 場の平均 0.5                  (4) 場の平均 1.0 

図 5-15 場の平均に関するパラメタスタディ 

0

50

100

150

200

0 1 2 3 4

累
積

V
o
I

Step

me=1.0

me=0.5

me=0

me=-0.5

me=-1.0

図 5-16 各場の平均におけるステップ毎の累積 VoI 
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(1) 場の標準偏差 0.1                (2) 場の標準偏差 0.5 

(3) 場の標準偏差 1.5                (4) 場の標準偏差 2.0 

図 4-17 場の標準偏差に関するパラメタスタディ 
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図 5-18 各場の標準偏差におけるステップ毎の累積 VoI 
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(2) 最尤法によるパラメタの決定と最適化 

本節では，GPR のパラメタを適応的に決定する方法として最尤法を用いた検討を示す．GPR

の確率密度関数を次式に示す． 


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　       (42) 

ここで，m は観測情報の数（観測ベクトル z の大きさ）である．この式について観測量 z を固

定して平均や共分散に係わるパラメタの関数としたものが尤度関数である．その対数尤度関

数は次式で定義される． 
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)|)(,(ln 11

1

1111 
m

L T  
RMxzRMxzzRMx 　      (43) 

この対数尤度関数を目的関数として最大化とするように決めたパラメタが最尤法により決定

されるパラメタである． 

 最尤法によりパラメタを決定し最適配置を行った結果を図 5-17 に示す．図の(1)は，はじ

めの 5 点から最尤法によりパラメタを決定し GPR により汚染度の分布を推定した結果であ

る．この時点では中心の汚染源を大雑把にしか同定することができていない．図の(2)は追加

で 5 点の調査を行い，最尤法によりパラメタを決定し GPR により汚染度の分布を推定した結

果である．中央と右下の汚染源を大雑把に同定することができている．以降同様に適応的に

場のパラメタを決定しながら最適配置を行っている．最終的には中心と右下の汚染源は正確

に同定できているが，左の汚染源は少ししか同定できていない結果となった．図 5-18に対数

尤度関数の等高線の図を示す．赤い線が真値であり，青い点線が最尤法により決定された値

である．ステップが進むにつれ真値と最尤法により決定された値が近づいていることが確認

できる．図の(1)は，はじめの 5 点から最尤法によりパラメタを決定した結果である．図から

もわかるように対数尤度関数の差が小さく，高い精度でパラメタを決定することが困難であ

ることが推察される．その結果，真値とは大きく異なる推定結果となっており，汚染源の同

定も良好ではない結果となっている． 

 次に，場の平均を基準値と等しくし，最尤法によりパラメタを決定し最適配置を行った結

果を図 5-19に示す．最終的な同定結果を見ると，図 5-17と比較し，特に左の汚染源の同定

が良好である．場の平均を基準値と等しくすることで，対象エリア全体が危険であるという

前提に基づき追加調査地点を決めることとなる．その結果，対象エリア全体を満遍なく調査

しようとするため，より正確な同定ができていると考えられる．一方で，図 5-19 (1)，(2)

に示すように，ステップ 1 までの同定結果は良好であるとは言えない．図 5-20に示すよう

に，最尤法による場の標準偏差の決定は，ステップ 0，1 において良好ではない．少ない調

査点から無理やり決定しているためであると考えられる． 

 次に，コスト C12を 10 から 20 とした場合に，最尤法によりパラメタを決定し最適配置を

行った結果を図 5-21に示す．最終的な同定結果を見ると，図 5-17と比較し，より正確に同

定できている．コスト C12は対策をしないと判断したが実際は対策が必要であった場合のコ
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ストである．コスト C12が大きくなる事で，対象エリア全体を満遍なく調査しようとするた

め，より正確な同定ができていると考えられる．図 5-22に対数尤度関数を示す．これまで

の検討と同様に，特にステップ 0 においては，少ない調査点から無理やり場のパラメタを決

定しているため，真値とは大きく異なる値が決定されている．  
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(1) 5 点の追加調査                  (2) 10 点の追加調査 

 

(3) 15 点の追加調査                   (4) 20 点の追加調査 

図 5-19 最尤法によるパラメタの決定と最適化 
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(1) ステップ 0 における               (2) ステップ 0 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

 

(3) ステップ 1 における               (4) ステップ 1 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

 

(5) ステップ 2 における               (6) ステップ 2 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

図 5-20 最尤法によるパラメタの決定 
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(1) 5 点の追加調査                  (2) 10 点の追加調査 

 

(3) 15 点の追加調査                 (4) 20 点の追加調査 

図 5-21 最尤法によるパラメタの決定と最適化（場の平均=基準値とした場合） 
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(1) ステップ 0 における場の分散と自己相関距離 

 

(2) ステップ 1 における場の分散と自己相関距離 

 

(3) ステップ 2 における場の分散と自己相関距離 

図 5-22 最尤法によるパラメタの決定（場の平均=基準値とした場合） 
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(1) 5 点の追加調査                  (2) 10 点の追加調査 

 

(3) 15 点の追加調査                  (4) 20 点の追加調査 

図 5-23 最尤法によるパラメタの決定と最適化（C12=20 とした場合） 
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(1) ステップ 0 における               (2) ステップ 0 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

 

(3) ステップ 1 における               (4) ステップ 1 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

 

(5) ステップ 2 における               (6) ステップ 2 における 

        場の平均と自己相関距離               場の分散と自己相関距離 

図 5-24 最尤法によるパラメタの決定（C12=20 とした場合） 
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5.3 まとめ 

本章では，汚染源などの 2 次元の領域を同定するための追加調査地点の最適配置について，

情報の価値 VoI に基づいて決め，2 次元領域を推定する方法を提案してその適用例を示した．

人による経験的推定と比較するため学生及び社会人による 2 次元領域の推定も行った．提案

手法は，人による経験的な推定に比較して良好な結果が得られた．場のパラメタに関して感

度解析を行ったところ，自己相関距離は推定結果に対して影響の大きな重要なパラメタであ

り，真と異なるパラメタを用いた場合には正確に同定できないこともあった．実問題では当

然のことながら場のパラメタも推定する必要がある．本章では各ステップにおいて観測情報

が増えるに従い，自己相関距離などの確率場の特性パラメタも更新していく方法として，最

尤法を用いた検討を行った．観測情報が少ない場合，パラメタを無理やり決定するような状

況に陥ってしまい，汚染源の同定がうまくいかないことがあった．追加調査点数の最適化や

3 次元空間分布推定，CIM などへの応用も今後の課題として挙げられる． 

 

 

 

参考文献 
1) 環境省：土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第 2 版），

2012． 
2) Rasmussen, C. E.  & Williams, C. K. I., Gaussian Processes for Machine Learning, the MIT Press, 

2006. 
3) 渡辺俊一，江種伸之，平田健正，横山尚秀，山里洋介，森田昌敏：茨城県神栖市で起きた

有機ヒ素化合物による地下汚染の実態解明，地盤工学ジャーナル，Vol.5，No.1，pp.147-
157，2009． 
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第 6 章 空港舗装維持管理のための最適な点検時期に関する検討 

 

4,5 章では，空間方向の 1，2 次元の最適な配置を検討したが，6 章では時間方向の最適化，

すなわち最適点検時期について検討する 

 

6.1 空港舗装維持管理計画に関する背景 

空港土木施設の工事実施は，当該区間において施設の閉鎖を行ったうえで，航空機等が進

入しない環境下で施工を行う必要があり，効率的な維持管理計画が必要である．「インフラ長

寿命化基本計画」1)を受け国土交通省が定めた「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」
2)において，施設毎の具体的な取組の方向性及びメンテナンスサイクル構築の重要性が示され

ている．空港土木施設の点検に関しては，3 年に 1 回を標準とした定期的な路面性状調査の

必要性が述べられている．また，メンテナンスサイクルとは，図 6-11)に示すように，点検・

診断結果に基づき必要な対策を適切に実施，一連の取組みを通して得られた情報を記録，次

の点検・診断に活用するというサイクルであり，長寿命化計画 1)等の内容を充実させる仕組み

である．過去の点検により得られた情報を活用し最適な点検計画を検討することは，より効

果的なメンテナンスサイクルの構築につながると考えられる．空港土木施設管理の標準業務

プロセスは図 6-23)に示す流れで行われる．図に示すように，空港土木施設の点検は，適切な

頻度で定期的に行う巡回点検，定期点検，必要に応じて行う緊急点検，詳細点検の 4 種類の

点検が存在し，点検情報に基づき対策の意思決定を行う流れとなっている．国土交通省航空

局は，空港内の施設の維持管理指針 4)において，長期的な視点に立って将来の劣化予測を踏ま

えた更新計画を策定するものと述べており，巡回点検，定期点検のいずれも過去の点検結果

を考慮し，適切な頻度や測定間隔を設定することを認めている．図 6-35)に示すように，巡回

点検は主として目視により行われ，定期点検は路面性状測定車や小型プロファイラを用いて

行われる． 

空港舗装の効率的な維持管理システムとして，舗装マネジメントシステム PMS（Pavement 

Management System）の考え方に基づくもの 6)，空港舗装補修時期最適化システム AirPORTS

（Airport Pavement Optimal Rehabilitation System）7)などが提案されている．例として，空港舗

装補修時期最適化システム AirPORTS とは図 6-47)に示すようなフローから，コストを考慮し

た最適な補修時期や工法が立案されるシステムである．また，羽田空港 D 滑走路では，設計

段階から維持管理性を考慮した検討を行っている 8)．具体的には，点検や補修を行いやすい構

造の設計や，実際に効率的な維持管理を行うためのシステムの設計が行われている．しかし

ながら，現在提案されている空港舗装維持管理システムにおいて，最適な点検計画に関する

具体的な提案は見られなかった． 

日本において，空港舗装の維持管理に関する研究の多くが，PRI（Pavement Rehabilitation 

Index）に基づく検討を行っている．PRI は福手らにより，舗装技術者の主観的評価と測量に

よる客観的測定の結果を合理的に結びつけることで作成された 9)．一方で，米国においては，
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PCI（Pavement Condition Index）が多く用いられている．PRI と PCI の関係には良好な相関性

がみられるが，PRI による評価の方が厳しい傾向がみられる 10)．そこで，本研究では，空港舗

装の劣化予測，及び，補修工事実施に関する意思決定問題の判断の指標として PRI を用いる． 

 Jianming Ling ら 11)は中国の空港を対象に，ランダム効果のベイズ分析に基づく検討をおこ

なっており，パネルデータに基づくストカスティックモデルを用いた空港舗装の状態予測が

提案されている．舗装の特性，交通量，環境影響，メンテナンスレベルをこのモデルにあて

はめ MCMC を用いて事後分布を推定している．秋元らは点検データをもとに PRI の構成要

素であるひびわれ率（%）に注目した劣化進行度算定を行っている 12)，13)．また，竹林 27)は離

発着需要に着目した維持管理計画の検討を行っている．しかし，空港舗装の劣化予測に関す

る既往研究の多くは，空間的な特性や不確実性を考慮していない．本研究では空間的な関係

性を考慮した劣化予測を行い，さらに，その不確実性を考慮することでリスクの算定を行っ

た． 

本研究では，実在する空港滑走路舗装を対象とし，効率的な維持管理のための最適な点検

計画の検討を行う．はじめに過去の点検により得られている情報をもとに劣化予測を行い，

次に，その劣化予測に基づき最適な点検時期の検討を行う． 

 

 

 

図 6-1 メンテナンスサイクルと長寿命化計画の関係の概要 1) 
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図 6-2 空港土木施設管理の標準業務プロセス 3) 
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     (1) 徒歩による巡回点検の様子        (2) 路面性状測定車による定期点検の様子 

図 6-3 点検の様子 5) 

 

 

図 6-4 空港舗装補修時期最適化システム AirPORTS のフロー7) 
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6.2 空間的な関係性を考慮した劣化予測と最適点検計画の考え方 

6.2.1 対象とする空港滑走路と点検データの概要 

本研究では熊本空港の点検データをもとに検討を行った．熊本市と阿蘇山の中間に位置す

る空港であり，滑走路の様子を図6-5に示す．図6-6に示すように熊本空港の滑走路は縦 30m，

横 21m を 1 ユニットとし，全 100 ユニットからなり，ユニットごとにひび割れ率，わだち掘

れ，平坦性が測定されている．ユニット番号は西（熊本市の方向）から東（阿蘇山の方向）に

かけてユニット 1 から 100 となっている．昭和 59 年から平成 24 年の間に測定されたデータ

を対象とする．測定がおこなわれた回数はユニットごとに異なり，図 6-7 に示すように最も

測定回数が多いユニットで 8 回分のデータ，全 551 のデータがある．ユニット 1 側でデータ

数が多く，ユニット 100 側でデータ数が少ない． 

空港舗装を対象とした舗装補修指数 PRI は次式より，定義される 22)． 

PRI = 10 – 0.45CR – 0.0511RD – 0.655SV                (44) 

ここで，CR はひび割れ率（%），RD はわだち掘れ（mm），SV は平坦性（mm）である．表 6-

19)に示すように，舗装区域ごとに，PRI の値から補修の必要性が A 評価，B 評価，C 評価で

表される．本研究で対象とする滑走路においては，PRI の値が 8.0 以上であれば A 評価，6.6

以上，8.0 未満で B1 評価，5.2 以上，6.6 未満で B2 評価，3.8 以上，5.2 未満で B3 評価，3.8

未満で C 評価と判断される．A 評価は補修の必要なし，B 評価は近いうちに補修が望ましい，

C 評価はできるだけ早急に補修の必要があることを表す．B 評価において B1，B2，B3 は優

先度を表しており，B3 が最も優先度が高い．図 6-8 に示すように，PRI，ひびわれ率，わだ

ち掘れはユニット 1 側ほど，劣化している傾向がみられる．全ユニットのすべての点検デー

タをまとめてプロットしている．例えば，揚力により機体の荷重があまりかからないと考え

られる中央付近の区間では劣化の進行が遅く，あまり揚力が作用しないような滑走路の端の

区間で劣化の進行が早いなど，場所により劣化の傾向に違いが生じると考えられる．このこ

とから劣化の特性は場所により滑らかに表れると考えられる．一方，平坦性は場所による違

いがあまり見られない．図 6-9 に各要素と補修からの経過年の関係を示す．全ユニットのす

べての点検データをまとめてプロットしている．相関係数はわだち掘れが最も高く，次にPRI，

ひびわれ率の順に高く，平坦性はほとんど相関が見られなかった．八谷ら 10)によると，空港

により各要素の年間変化率は異なり，また，その主な要因はひびわれ率の場合，年間平均気

温や設計荷重であり，わだち掘れは離着陸回数，平坦性は路床設計 CBR である．このように

要素によりその特性は異なるため，本来は，要素ごとに適切な劣化予測式の検討を行うこと

が望ましい． 

 はじめに，ユニットごとに最小二乗法を用いて，PRI と補修からの経過年の関係から，直線

による劣化予測式を求めた．劣化予測の例として，ユニット 1, 50, 80 と 86, 90, 95 の PRI と算

定された劣化予測の線を図 6-10 に示す．(1)式から，補修からの経過年が 0 年目の PRI の値

を 10 とし，傾きだけを算定している．このように全体的にばらつきが大きく，ユニット 1 側

で劣化の進行が速く，ユニット 80 付近で劣化進行が緩やかである結果となった．ユニット 86

以降は図 6-10 の(2)に示すように補修からの経過年が 6 年のときまで PRI の値が低下し 8 年
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目で回復する（大きくなる）共通のパターンとなった．これは劣化が回復したこととなり不

自然である．ユニット 86 以降のユニットはすべて平成 14 年，平成 20 年，平成 24 年に測定

が行われている．平成 19 年に平坦性，平成 23 年にわだち掘れの測定方法の変更が行われた

こと，あるいは点検を行うグループの違いなどが原因として考えられるが詳細は不明である．

そこで，本研究では，熊本空港のユニット 1 から 85 までのデータを対象として以下の検討を

行った．本研究では，切片を 10 と固定した場合の直線による劣化予測式に加え，切片を固定

しない場合の直線による劣化予測式について検討を行った． 

 

 

 

図 6-5 熊本空港の滑走路の様子 

 

 

図 6-6 熊本空港の舗装平面図 

 

 

 

   図 6-7 点検により得られているデータ数の分布 
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表 6-1 PRI に基づく補修の必要性の評価 9) 

舗装区域 A 評価 
B 評価 

C 評価 
B1 B2 B3 

滑走路 8.0 以上 
8.0 未満 

6.6 以上 

6.6 未満 

5.2 以上 

5.2 未満 

3.8 以上 
3.8 未満 

誘導路 6.9 以上 
6.9 未満 

5.6 以上 

5.6 未満 

4.3 以上 

4.3 未満 

3.0 以上 
3.0 未満 

エプロン 5.9 以上 
5.9 未満 

3.9 以上 

3.9 未満 

2.0 以上 

2.0 未満 

0.0 以上 
0.0 未満 

 

 

 

 

  

           (1) PRI                     (2) ひびわれ率（%） 

 

  

(3) わだち掘れ（mm）                 (4) 平坦性（mm）  

図 6-8 熊本空港における各要素の分布 
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            (1) PRI                    (2) ひびわれ率（%） 

 

   

    (3) わだち掘れ（mm）              (4) 平坦性（mm）  

図 6-9 熊本空港における各要素と補修からの経過年の関係 

 

 

 

 

   

(1) ユニット 1，50，80              (2) ユニット 86，90，95 

図 6-10 ユニットごとの PRI データと直線による劣化予測 
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6.2.2 空間的な関係性を考慮した劣化特性の空間分布推定 

(1) 差分を事前情報とした最小二乗法の定式化 

未知パラメタの事前情報に関する不確定性と観測量誤差が互いに独立なガウス分布に従う

と仮定し，事前情報も観測量の一部として考えて定式化して尤度関数を求め，–2 を乗じると，

パラメタ推定のための次の目的関数を誘導することができる． 

 )2ln()(lnln)()()()( 11 mnJ TT  
RMHxzRHxzxxMxx      (45) 

式(45)の第 2 項は観測量 z と計算量 Hx との食い違いの量を表し，第 1 項は正則化項（事前情

報項，ペナルティー項あるいは安定化のための項）を表している． 正則化項としては 

      ,   ,  ,
2

2

0
s

x

s

x
xxx








  

など様々なタイプが考えられるが 30)，上記の式(5)では 2 番目のタイプの正則化を用いている

ことに相当する．3 番目の微分を用いるタイプに注目して事前情報を考えることもできる 14)．

微分値に対して差分近似すると以下の関係となる．ここで，s は位置を表す変数である． 

   
s

sxsx

s

x








 1
                           (46) 

この式は微分値に制約を加えて正則化を行うことを意味し，差分値に対して事前情報を与え

ればよいことを示している．ここで，x を離散化した未知量ベクトル x を考え，次のように変

換して事前情報を定義する． 

Dxy 





























 nn xx

xx

xx

1

32

21


                              (47) 

ここで， 



























1100

0

110

0011









D  

2 階差分の場合，D は次のように置き換えられる． 



























12100

0

1210

00121









D  

ここで，事前情報が x ではなく y に対して与えられ，その平均は 0，共分散行列が M とする． 

M，R が対角行列でそれぞれ成分の大きさが同じ，すなわち互いに独立で各成分の分散 σM
2，

σR
2 が同じ大きさであると仮定する． 
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              M = σM
2I，R = σR

2I                     (48) 

ここで，I は単位行列である．この場合，目的関数は以下の形となり，事前情報と観測情報の

重みはそれぞれの不確定性を表す分散の比となっていることがわかる．  

))ln(21()ln(σ)1)ln(σ()()(
σ

1

σ

1 22Τ

2

ΤΤ

2
πmnmnJ RM

RM

 HxzHxzDxDx   (49) 

式(46) (47)と同様にして，解が以下のように求められる． 

zPHx
T

2σ

1

R

                          (50) 

1

T

2

T

2

11















 DDHHP

MR 
                      (51) 

式(49)の形からわかるように，2 つの分散の比によって解が決まることが分かる．2 つの分散

の比さえ仮定すれば，その大きさは以下のように決めることができる．まず，分散に以下の

係数 c を導入する．  

2
0

22
0

2 σ,σσ RRMM cσc                        (52) 

尤度関数を c に関して微分する． 

0
11

1)()()(
σ

11

σ

11 Τ

2
0

2

ΤΤ

2
0

2






c
m

c
n

ccc

J

RM

HxzHxzDxDx        (53) 

これが 0 となる条件より c が求められる． 

mn

J
c




1

'
                              (54) 

ここで， 

)()(
11

'
2

0
2

0

HxzHxzDxDx  

RM

J


 

式(49)の形からわかるように，分散の比から解が求められ，絶対値の大きさには依存しない．

適当な大きさの分散で解を算定し，式(54)で補正すると本来の分散が求められる． 
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(2) 空港滑走路の各ユニットの劣化予測式 

観測量ベクトル oldz が点検によって得られた各ユニット 1 から nu までの各要素の値とする． 

T

2,,1 ),,,( nuold,oldoldold zzzz                           (55) 

空港滑走路の劣化予測式を次ように仮定する．PRI の場合， 

ahz 10                                 (56) 

h は補修からの経過年数である．ここで，次式のように置き換えて切片を 0 とする． 

z’old=−ah，ここで，z’old=zold−10                    (57) 

以上により，観測方程式は非常に簡略化される． 

z old, A=HAx+v                       (58) 

ここで， 





















nuH

H

H

H A

00

0

0

00

2

1









，





















ni

i

h

h

h


2

1

H ，























nua

a

a


2

1

x  

観測ベクトル zold, iや Hiはユニットごとに定義され，その成分の大きさは ni である．つまり，

ユニット i の点検データは ni 個存在することになる．したがって，行列 HA の大きさは

  nuni  となる．以上の行列，ベクトルを式(50)(51)に代入することで各ユニットの劣化の

勾配 a を算定することができる． 

また，PRI 以外の要素においては，式(56)を次のように置き換える． 

z=ah                                  (59) 

ここで，誘導した方法は最小二乗法の回帰係数の確率分布を考えて場所ごとの特性を考慮

していると解釈することができ，階層ベイズの簡単な例として類似の問題が教科書 15)でも紹

介されている． 
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(3) 切片を固定せずに直線による劣化予測式 

 空港滑走路の劣化予測式を次式のように仮定した場合について考える． 

z=ah+b                                   (60) 

この場合，式(47)は次のように置き換えられる． 

Dxy 















































nunu

nunu

bb

aa

bb

aa

bb

aa

1

1

32

32

21

21



                             (61) 

ここで， 





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

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




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
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

D  

2 階差分の場合，D は次のように置き換えられる． 



























1020100

0

102010

0010201









D  

また，Hi，x は次のように置き換えられる． 





















1

1

1

2

1


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h

h

H ， 































nu

nu

b

a

b

a

b

a


2

2

1

1

x  

以上の行列，ベクトルを式(50)(51)に代入することで各ユニットの劣化の勾配 a と切片 b を算

定することができる． 
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(4) ワイブル分布を用いた劣化予測式 

 PRI を対象とし，劣化予測式を次式のように仮定した場合について考える． 
























 


2

1

010exp

c

c

ch
z                            (62) 

c0=0 とし，式の変形を行うことで，次式が得られる． 

z’=c2h’+c3                                (63) 

ここで， 

z
z

10
lnln ， hh ln ， 123 lnccc                        (64) 

式(63)を式(60)の様に置き換えることで，以降は第 3 節と同様に空間的な関係性を考慮するこ

とができる．最後に式(64)を用いて線形空間から元の空間に戻すことで劣化予測式が得られ

る． 

また，PRI 以外の要素においては，次のような予測式を用いる． 









































 


2

1

0
4 exp1

c

c

ch
cz                (65) 

ここで，c0=0，c4は各要素の最大値の 3 倍程度の値とする． 
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6.2.3 問題設定とコストテーブル 

ある評価領域内において判断のための特性値 z が基準値 z0 よりも小さいか否かを判断する

問題を考える．本研究においては，滑走路のあるユニットにおける PRI の値を推定し，PRI に

基づく評価が B3 評価（3.8≦PRI<5.2）以下であれば補修が必要，以上であれば補修不要と判

断する問題とする．すなわち，z は PRI であり，z0は 5.2 である． 

補修実施の判断と実際の状態の関係から，本研究では，表 6-2に示す 4 つの事象を考える．

それぞれの事象に対応するコストや確率（経済損失）を C, P で表すこととする． 

1) 事象 E11 

実際に修不要の時に，補修不要と判断する事象．コストは通常生じないので C11=0 とす

る． 

2) 事象 E12 

実際には補修必要であるにも係わらず，補修不要と判断する事象．対応するコスト C12

は緊急補修費用および運航の妨げによる損失などを想定する． 

3) 事象 E21 

実際には補修不要であるにも係わらず，補修必要と判断する事象．対応するコスト C21

は補修費用とする． 

4) 事象 E22 

補修したにも関わらず緊急補修が必要となる事象．対応するコスト C22は通常の補修費

用と緊急補修費用，及び運航の妨げによる損失とする． 

 

表 6-2 コストテーブル 

 緊急補修 

不要である 必要である 

通常補修 

不要と判断 
E11 

P11，C11 

E12 

P12，C12 

必要と判断 
E21 

P21，C21 

E22 

P22，C22 

E：事象，P：確率，C：コスト 
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6.3 実在する空港滑走路を対象とした最適点検計画 

6.3.1 空間的な関係性を考慮したユニットごとの劣化予測 

 分散の比 σM/σRによって解が決まり， 

R

M




                                    (66) 

とする．滑らかさの程度を表すパラメタ α を変化させて，ユニットごとの劣化特性を算定し

た．ここでは，例として，PRI データに基づき劣化予測を行う場合について検討する．はじめ

に，(19)式の切片を 10 と固定し劣化予測式の傾き a を推定する場合を考える．その果を図 6-

11 に示す．α の値を 0.0001 から∞まで変化させて検討を行った．傾き a の分布は α の値が小

さければ小さいほど滑らかさが増し，劣化特性はユニットによらず一定の値に漸近する．逆

に α の値が大きければ大きいほど，各ユニット個別に最小二乗法を行った場合に近づき，α の

値が無限大の時，完全に一致する．推定値の絶対値はユニット 1 側で大きく，ユニット 85 側

で小さい傾向がみられ，劣化の進行はユニット 1 側で早く，ユニット 85 側で遅いという結果

となった．PRI の点検データと図 6-11に示した勾配 aiを用いていて推定した値の関係を図 6-

12に示す．α の値が大きい方が 45 度線に近くづく，すなわち一致度は増加するが，いわゆる

過学習の状態となり，予測に対してはかえって精度が期待できなくなることが予想される．

次に，(23)式の直線による劣化予測式の傾き a と切片 b を推定する場合を考える．その結果を

図 6-13に示す．切片を固定した場合と同様に，傾き a，切片 b いずれの分布も α の値が小さ

ければ小さいほど滑らかさが増し，劣化特性はユニットによらず一定の値に漸近する．逆に

α の値が大きければ大きいほど，各ユニット個別に最小二乗法を行った場合に近づき，α の値

が無限大の時，完全に一致する．図 6-13(1)に示すように，各ユニット個別に最小二乗法を行

った場合，劣化予測式の傾き a の値が正となり，劣化が回復するような不自然な結果となる

が，空間的な関係性を考慮し，α=0.1 以下とした場合には全てのユニットで劣化予測式の傾き

a の値が負となり自然な劣化予測式が得られる． 

例として図 6-14 に，ユニット 50 を対象とし，α=1.0，α=0.01 とした場合に，切片を 10 と

固定し劣化予測式を行った結果を示す．ここで，灰色のエリアは推定の誤差であり，推定の

平均値±2σest の範囲を表しており，α=0.01 の場合に比べ α=1.0 の場合の方が時間の経過とと

もに，その増加率が大きい．α の値が大きいほど，劣化予測はユニットごとのデータに依存

し，点検またはモデリングの誤差を反映した結果となる．また，図 6-15に切片を固定せずに

直線による劣化予測式を行った結果を示す．α=1.0 とした場合，回復するような予測となって

しまい不自然な結果となっているが，さらに空間的な関係性を考慮した α=0.01 の場合，自然

な劣化予測となっている．切片を固定した場合に比べ，劣化予測式の傾き a と切片 b の相関

を考慮しているため，その誤差範囲は大きくなる． 

最尤法（(5)式の最小化）から適切な滑らかさの程度 α を求めることができなかった．その

原因に関する解説は第 5 章で行う．経験的に α=0.01 とし，将来，PRI に基づく各評価がなさ

れる確率の分布を図 6-16 に示すように求めた．劣化予測式は切片を 10 に固定したものを用

いており，最終補修が行われた時点で PRI が 10 まで完璧に回復したと仮定している．ユニッ
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トごとに最終補修が行われた年からの予測となっており，2018 年，2020 年，2030 年における

予測の結果を示している．PRI の予測値が正規分布の平均値，観測量誤差の標準偏差 σest，第

3 章で述べた A, B, C 区分の PRI の数値より，それぞれの確率を算定した．当然経過年数によ

り劣化状態が進行するが，その進行状況を A, B, C 評価となる確率として定量的に示すことが

できる．ユニット 1 からユニット 14 の区間はユニット 53 からユニット 85 の区間に比べ劣化

が急激に進み C 評価となる確率が徐々に高くなるが，ユニット 53 からユニット 85 の区間は

2024 年時点でもあまり C 評価となる確率は高くない．最終補修が行われた年はユニットごと

に異なり，ユニット 1 から 28，ユニット 47 から 85 の区間は 1993 年から 1994 年に最終補修

が行われており，ユニット 29 から 46 の区間は 2010 年から 2011 年に最終補修が行われてい

る． 

 

 

 

図 6-11 切片固定の劣化予測における傾き a の空間分布推定 

 

 

 

 

 

(1) α=0.0001               (2) α=0.01                  (3) α=∞ 

図 6-12 推定の結果得られた PRI 値と点検データの比較 
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(1) 劣化予測式の傾き a 

 

 

(2) 劣化予測式の切片 b 

図 6-13 直線によるの劣化予測における傾き a と切片 b の空間分布推定 

 

 

 

   

(1) α=1.0                         (2) α=0.01 

図 6-14 ユニット 50 における切片を 10 と固定した場合の劣化予測 
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 (1) α=1.0                         (2) α=0.01 

図 6-15 ユニット 50 における直線を用いた劣化予測 
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(1) 2018 年 

 

 

(2) 2020 年 

 

 

(3) 2030 年 

図 6-16 将来のある時点において PRI に基づく各評価となる確率の分布 
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6.3.2 情報の価値 VoI に基づく最適点検時期の検討結果 

(1) 各種パラメタに関する感度解析 

例として，ユニット 50 を対象とした検討を行う．図 6-14(2)に示した劣化予測の結果を用

いる．α=0.01 とし空間的な関係性を考量した劣化予測の結果を用いて，情報の価値（Value of 

Information，VoI）に基づく最適点検時期に関するパラメタスタディを行う．具体的には，1) 

コストテーブル，2) 推定の誤差 σRに関する検討を行った．また，それぞれの検討において同

時に，3) 点検の誤差 σobsに関する検討を行った． 

はじめに，コスト C に関する感度分析を行った．ここで，C11は補修不要と判断し，実際に

緊急補修不要の場合なので，その値は 0 であるとし，C21 =1.0 に対する C12の比に着目し検討

を行った．例として，C12=10.0 を基準とし，その比が小さい場合として C12=2.0，大きい場合

として C12=20.0 の 3 ケースの検討結果を図6-17(1)から(3)に示す．最適な点検時期は，C12=2.0

の場合 24 年後，C12=10.0 の場合 18 年後，C12=20.0 の場合 17 年後であり， C21に対し，C12の

値が大きいほど，早めに点検すべきという結果となった．補修を行わずに緊急補修を行った

ときの経済損失が大きくなるため，早めに点検し，判断の誤りを防ごうとするためこのよう

な結果になる．また，各影響度の比において，点検の誤差 σobs によらず最適点検時期は同じ

である．点検の誤差が大きいほど，得られる情報の価値 VoI は小さくなることは直感からも

当然であるが，それが定量的に示されている． 

次に，影響度がそれぞれ，C12=10.0，C21=1.0，C22=1.0，と仮定し，劣化予測誤差の標準偏差

σRに関する感度解析を行った．例として，σR = 1.0 を基準とし，その値が小さい場合として σR 

= 0.1，大きい場合として σR = 2.0 の 3 ケースの検討結果を図 6-18(1)から(3)に示す．最適な

点検時期は，σR = 0.1 の場合 16 年後，σR = 1.0 の場合 18 年後，σR = 2.0 の場合 19 年後であり，

劣化予測の誤差が大きければ大きいほど早めに点検すべきという結果となった．例えば予測

が非常に正確であるような場合は，追加点検により情報を得る必要がなくなり，その予測に

のみ従えばよいということになる．また，コストの比の検討と同様に，各予測誤差において，

点検の誤差 σobsによらず最適点検時期は同じである． 

 

 

(1) C12=2.0               (2) C12=10.0                 (3) C12=20.0 

図 6-17 影響度 C11=0.0，C21= C22=1.0 とした場合の影響度 C12に関するパラメタスタディ 
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  (1) σR=0.5                (2) σR=1.0                (3) σR=2.0 

図 6-18 予測誤差 σRに関するパラメタスタディ 
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(2) 対象空港における適用結果 

熊本空港において，影響度がそれぞれ，C12=10.0，C21=1.0，C22=1.0，点検の誤差 σobs = 0.01

と仮定し，情報の価値（Value of Information，VoI）に基づく最適点検時期の検討を行った．劣

化予測式が，(19)式に示す切片を 10 に固定した直線によるもの，(23)式に示す切片を固定し

ない直線によるもの，いずれの劣化予測式を用いる場合も α=0.01 とし劣化特性の空間分布推

定を行った．ユニットごとに最終補修が行われた年からの劣化予測を行い，その結果に基づ

き最適点検時期の検討を行った．切片を 10 に固定する場合，最終補修時に健全度が完全に回

復し，PRI の値が 10 であると仮定している．切片を固定しない場合，最終補修時の PRI 値は

推定により得られた劣化予測式の切片 b であると仮定し，健全度は必ずしも完全に回復して

いない．(19)式の切片を固定した劣化予測式を用いた場合の最適点検時期の分布を図 6-19(1)

に示す．前述のとおり，最終補修が行われた年はユニットごとに異なり，ユニット 1 から 28，

ユニット 47 から 85 の区間は 1993 年から 1994 年に最終補修が行われており，ユニット 29 か

ら 46 の区間は 2010 年から 2011 年に最終補修が行われている．ユニット 1 側で早めの点検が

適切であり，ユニット 85 側である程度遅めの点検でよいという結果となった．(23)式の切片

を固定しない直線による劣化予測式を用いた場合の最適点検時期の分布を図6-19(2)に示す． 

切片を固定した場合と同様，ユニット 1 側で早めの点検が適切であり，ユニット 85 側である

程度遅めの点検でよいという結果となった．切片を固定した場合としなかった場合の劣化予

測式に基づく最適点検時期を比較すると，固定しない場合の方が遅めの点検が適切であると

いう結果となった．  
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(1) 切片を 10 に固定した劣化予測式に基づく最適点検年の分布 

 

 

(2) 切片を固定しない劣化予測式に基づく最適点検年の分布 

図 6-19 それぞれの劣化予測式に基づく最適点検時期の分布 
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(3) プロセスノイズを用いた劣化予測の工夫 

得られた勾配 a と切片 b は，全点検データから推定した結果であり，一般に最新の点検デ

ータを通る線とはならない．しかし，実務上は最新データを真としてそこからの劣化予測と
することが現実的なため，勾配 a は固定し切片 b を最新点検データを通るように平行移動さ

せる．ただし，最新点検以降に補修が行われたユニットは，最新補修時点からの劣化予測と
するため平行移動はさせない． 

次に，推定結果 x からユニットごとに，ある年 ti における推定 PRI 値 zest を求める．vest を
PRI 値を推定する際の誤差ベクトルとすると， 

zest = Lx + vest                          (67) 

ここで， 
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vestの共分散行列 N は x の事後の共分散行列 P を用いて以下の式で算定できる． 

N = LPLT                                (68) 

この共分散行列は最小二乗法で決めた係数に対する統計的誤差を表し，将来の事象に対する
不確定性を表す誤差とは異なる．状態空間モデルでは将来の予測に関して生じる不確定性を

プロセスノイズ（システムノイズ）としてモデル化している．本研究でも将来予測の不確定
性を平均 0，標準偏差 σfの正規分布でモデル化し，標準偏差 σfは次のように仮定する． 


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f tt

ttttC
σ                              (69) 

ここで，tp は最新点検時点とする．本来，係数 C の値は，専門の技術者と相談し決めること
が望ましいが，今回は，仮に C=0.2 とした． 

ユニットごとに推定 PRI 値の標準偏差 σest,iが次式より求められる． 

222

, fNRiest σσσσ
ii,
                              (70) 

ここで，σNi,iは共分散行列 N の対角成分に相当する標準偏差である． 

ユニット 50 において，α=1.0，α=0.01 とした場合の劣化予測を図 6-20に示す．図中の灰色
の網掛け部は zest ± σestの範囲を示している．α=1.0 とした場合は劣化が回復する不自然な劣化

予測となるが，経験的に最も自然な劣化予測となるよう α=0.01 とした．以降，α=0.01 とした
場合の劣化予測結果に基づき検討を行った． 

情報の価値（Value of Information，VoI）に基づく点検の優先順位の検討を行った．ユニット
ごとに補修からの経過年が 0 年目から 30 年目まで VoI の算定を行った．ユニット 50 におけ

る VoI と補修からの経過年の関係を図 6-21に示す．前述のとおり，最新補修および最新点検
が行われた年はユニットごとに異なる．ユニット 50 では最新点検からの経過年が 11 年目の

ときに VoI の値が最も大きくなった．つまり，最新点検後 11 年目のときに新たな点検を行う
と最もコスト削減量の期待値が大きくなる，また，ユニット 50 の最新点検が行われた年は西

暦 2008 年のため，ユニット 50 における最適点検年は西暦 2019 年となる．最適点検時期の分
布を図 6-22 に示す．ユニット 1 側で優先順位が高く，早めの点検が推奨され，ユニット 85

側で優先順位が低くある程度遅めの点検時期が推奨される． 
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(1) α=1.0                    (2) α=0.01         図 6-21 ユニット 50 における 

図 6-20 ユニット 50 における劣化予測                  VoI と補修からの経過年 

 

 

図 6-22 最適点検年の分布 
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6.4 ハイパーパラメタ決定のための最尤法の安定性 

6.4.1 架空のデータを用いた最尤法の安定性に関する検討方法 

 第 4 章において，空間的な関係性を考慮し劣化特性の推定を行ったが，空間的な関係性の

程度を表すパラメタ α を最尤法（式(5)の最小化）から算定しようとしたが求まらなかった．

そこで，架空データを用いて検討した．乱数を用いることで，指定したそれぞれの分散の比 α

の架空データを作成した．切片を固定した劣化予測式に関する PRI の架空データ作成につい

て説明する．はじめに，隣り合うユニット同士の劣化予測式の傾きの差分が任意の標準偏差

σM正規分布に従い，点検の誤差が任意の標準偏差 σRに従うと仮定する．ユニット 1 に，初期

値を与えることで図 6-23 の上図に示すような劣化予測式の傾きの分布が求められる．次に，

劣化予測式の傾きの分布から図 6-23 の下図に示すようにユニットごとに架空のデータを求

めることができる．α を 0.01，0.1，1.0 と仮定した場合に，切片を固定した劣化予測に従う架

空データを作成した．それぞれの尤度関数を求めた．  

  

 

図 6-23 架空データの作成の例 
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6.4.2 劣化特性のモデル化における最尤法の安定性の検討結果 

図 6-24にそれぞれのユニットのデータ数を 2，5，8 とした場合の結果を示す．対象とする

ユニットの範囲はユニット 1 から 100 の計 100 ユニットとした．データ数が 2 の場合，α=0.1，

0.01 で仮定した架空データを用いた場合に極小値が現れず，最尤法を用いても分散 σM，σRを

決定ができない結果となった．データ数が 5 の場合，α=0.1 で仮定した架空データを用いた場

合にも極小値を確認することができた．しかし，データ数を 8 とした場合にも，α=0.01 で仮

定した架空データを用いた場合に極小値が現れず最尤法を用いても分散 σM，σRを決定ができ

ない結果となった．図 6-25に対象とするユニットの範囲をユニット 1 から 20，ユニット 1 か

ら 50，ユニット 1 から 80 とした場合の結果を示す．各ユニットのデー多数は 8 と仮定した．

ユニット 1 から 20 の場合，α=0.1，0.01 で仮定した架空データを用いた場合に極小値が現れ

ず，最尤法を用いても分散 σM，σR を決定ができない結果となった．ユニット 1 から 50 の場

合，α=0.1 で仮定した架空データを用いた場合にも極小値を確認することができた．しかし，

ユニット 1 から 80 とした場合にも，α=0.01 で仮定した架空データを用いた場合に極小値が現

れず最尤法を用いても分散 σM，σRを決定ができない結果となった．今回のようにデータが少

ない場合，仮定した α がある程度の値より小さい場合，その尤度関数に最小値は現れず，最

尤法により適切な分散 σM，σRの決定ができないということが示された． 

 

 

 

 

 

 

(1) データ数 2    (2) データ数 5   (3) データ数 8 

図 6-24 ユニットごとのデータ数に関する検討 
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(1) ユニット 1 から 20    (2) ユニット 1 から 50   (3) ユニット 1 から 80 

図 6-25 対象とするユニットの範囲に関する検討 
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6.5 まとめ 

本章では，実在する空港滑走路舗装を対象とし，情報の価値（Value of Information，VoI）に

基づく最適点検時期の検討を行った．はじめに，階層ベイズの考え方に基づき，空間的な関

係性を考慮した劣化予測を行った．直線による劣化予測式を用いて，切片を固定したものと

固定しなかったものの 2 種類を検討した．ユニットごとに個別に最小二乗法を行うことによ

り得られる劣化予測式は，劣化が回復するような不自然なものも見られたが，空間的な関係

性を考慮することで場所による特性を反映し，自然な劣化予測式を得ることができた．これ

により本手法の有効性を確認することができた．また，PRI（Pavement Rehabilitation Index）の

予測値と PRI に基づく補修必要性の評価 A, B, C の各基準値との関係から，将来のある時点に

おける，それぞれの確率を算定した．その進行状況を A, B, C 評価となる確率として定量的に

示すことができた． 

次に，情報の価値 VoI に基づきユニットごとに最適な点検の時期を求めた．意思決定の結

果起こりうる事象の影響度や各種パラメタに関してパラメタスタディを行うことで，それら

が意思決定に及ぼす影響の大きさを確認できた．また，本手法を対象空港に適用することで，

ユニットごとに最終補修が行われたタイミングからの劣化予測を行い，さらにその結果に基

づき，最適な点検年の分布を求めることができた．本検討手法の適用可能性を確認すること

ができた． 

さらに，架空のデータを用いた最尤法の安定性に関する検討を行った．今回のようにデー

タが少ない場合，求めようとする分散がある程度小さい場合，最尤法から適切な分散を決定

できないということが示された． 
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第 7 章 結論 

 

1 次元における情報の価値（Value of Information，VoI）に基づく最適配置として，河川堤防

における液状化対策のための最適点検計画の検討をおこなった．最適な調査位置・調査点数

の定量的な評価が可能になった．はじめに，場所ごとの特性である地震発生確率を考慮した

最適地盤調査の検討を行った．場所や想定地震により，最適地盤調査点にも最適地盤調査点

数，また，そのときの判断ミスリスク削減量にも違いが生じることが確認できた．地震発生

確率が小さいほど判断ミスリスク削減量は小さくなり最適調査点数も小さくなることが確認

できた．これにより，異なる地震危険度を持つ領域を対象とした地盤調査計画の検討が可能

になると期待できる．次に PL 値に基づく判断に不確定性を考慮した場合の最適地盤調査に

対する影響調査を行った．PL 値に基づく判断に不確定性を考慮することで最適地盤調査点に

違いが生じることが確認できた．また，その不確定性が大きくなるほど，液状化被害発生と

いう現象自体にばらつきが生じ，情報の価値が低下するため VoI の値は小さくなることが確

認できた． 

汚染源などの 2 次元の領域を同定するための追加調査地点の最適配置について，情報の価

値 VoI に基づいて決め，2 次元領域を推定する方法を提案してその適用例を示した．人による

経験的推定と比較するため学生及び社会人による 2 次元領域の推定も行った．提案手法は，

人による経験的な推定に比較して良好な結果が得られた．各ステップにおいて観測情報が増

えるに従い，自己相関距離などの確率場の特性パラメタも更新していく方法として，最尤法

を用いた検討を行った．観測情報が少ない場合，パラメタを無理やり決定するような状況に

陥ってしまい，汚染源の同定がうまくいかないことがあった．  

実在する空港滑走路舗装を対象とし，VoI に基づく最適点検時期の検討を行った．時間方向

の検討を示した．はじめに，階層ベイズの考え方に基づき，空間的な関係性を考慮した劣化

予測を行った．情報の価値 VoI に基づきユニットごとに最適な点検の時期を求めた．本手法

を対象空港に適用することで，ユニットごとに最終補修が行われたタイミングからの劣化予

測を行い，さらにその結果に基づき，最適な点検年の分布を求めることができた．本検討手

法の適用可能性を確認することができた．さらに，架空のデータを用いた最尤法の安定性に

関する検討を行った．データ数が少ない場合，求めようとする分散がある程度小さい場合，

最尤法から適切な分散を決定できないということが示された． 

不確定性を減らすように調査点を決定する既往研究において，推定の平均値が限界状態よ

りも十分に小さい・大きい場合は判断を誤る可能性は小さいという課題，判断を誤ったとし

てもその影響が大きい場合と小さい場合もあるという課題があった．本研究により，推定の

平均値が限界状態よりも十分に小さい・大きい場合も考慮できるようになった．また，影響

度の大きさまで考慮できるようになった．情報の価値 Value of Information に基づく点検・調

査計画に関して，単純化した問題の最適化あるいは低次元問題の最適化である場合が多い，

多くはシミュレーションベースである，2 次元空間における複数の点の最適化を多段階で行
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った研究は少ないという課題があった．本研究により，高次元の最適化が可能になった．複

数の点の最適化を多段階で実施した．また，解析的に求められるようになった． 

残された課題点は，5 章において，最適な追加点数も同時に最適化すること，階層ベイズの

考えを用いた検討，ニーズに応じて CIM などへの応用が考えられる．また，6 章において，

より柔軟性の高い関数による予測式が考えられる．また全ての適用例において，ステークホ

ルダーで協力してコストテーブルの再考が必要である． 

 現在，RBDM（Risk Based Decision-Making）から RIDM（Risk Informed Decision-Making）へ

の動きがあり，アメリカ航空宇宙局（National Aeronautics and Space Adminitration，NASA）が

公開したガイドライン 1)をはじめ，確定的・経験的要因とリスクを合わせて意思決定に反映さ

せる考え方として注目されている．今回提案した手法が，今後，図 7-1 に示すような形で土

木構造物の維持管理における RIDM 確立につながることを期待する． 

 

 

図 7-1 本研究の位置づけ 

 

 

 

参考文献 

1) Michael, S. and Homayoon, D., NASA/SP-2011-3421, Second Edition, 2011. 
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